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H29 H30 Ｒ元

1 広報紙等を活用した団体事業等のＰＲの充実 ●

2 事業に応じた町民参加型ワークショップの活用 ●

3 事務事業評価の結果の公表 △

4 協働のまちづくり事業の充実 ●

5 ボランティア活動や地域貢献企業への支援 ●

6 働く女性への支援や男性の育児参加を行う企業への支援の検討 △

7 男女共同参画社会実現に向けた啓発 ●

8 附属機関等に関する指針の策定 △

9 附属機関の会議及び会議録の情報公開の充実 ●

10 町政モニターの実施 △

11 意見公募（パブリックコメント）の充実 ●

12 ホームページを活用した町民参画機会の充実 ●

13 マイホーム応援事業の見直しの検討 ●

14 子育て相談窓口の一本化などの子育て環境の向上 ●

15 保育時間の延長などの子育て環境の向上 ●

16 自主防災組織の充実強化【目標数値:114公区(現状39公区)】 ●

17 防災訓練の充実 ●

18 防災情報・災害情報の伝達迅速化の推進 ●

19 法令遵守や情報管理等における危機管理研修の実施 ●

20 危機管理訓練の実施 ●

9 年末年始の休日の見直し
国・北海道の機関や多くの民間企業と年末年始の休日が異なることによる町民の混乱や不便を解消す
るため、年末年始の休日の見直しを検討する。

21 年末年始閉庁日の見直しの検討 ●

22 申請業務手順の標準化の推進

23 マイナンバーの利用促進の検討 △

11 文書管理事務の徹底
ファイリングシステムの維持管理を徹底し、効率的な文書管理に努めることにより、業務を迅速かつ
的確に進めるとともに、町民との町政情報の共有化を推進する。

24
ファイリングシステムの維持管理の徹底
※ファイリングシステム～文書を効率的に管理するための仕組み

●

25 ホームページによる積極的な行政情報の提供 ●

26 メディアの積極的な活用の検討 ●

27 省エネルギー機器の導入促進 ●

28 新エネルギー活用の検討 △

29 指定管理者制度の活用拡大の検討 ●

30 包括的民間委託等の公民連携の導入の検討

15 広域行政の推進
行政サービスの向上のため、広域的に推進することが望ましい事業についての洗い出しを行い、管内
自治体との連携による広域的な取り組みを推進する。

31 連携又は広域化すべき事務事業の検討 ●

16 効果的な観光宣伝等の実施
本町の魅力を幅広く効果的に全国へ発信するため、民間の知恵とマンパワーを活用するための官民連
携手法を検討し、推進する。

32 官民連携による観光宣伝の促進 ●

17 個人情報保護及びセキュリティ対策の強化
町民の個人情報や行政情報の保護・管理のため、個人情報保護条例等に基づき、情報セキュリティポ
リシーの策定と情報保護対策の維持・強化に努める。また、セキュリティ教育や研修を行い、職員の
情報セキュリティ意識の維持・強化を図る。

33 情報セキュリティポリシー（情報安全基本方針）の策定 ●

18 自治体クラウドの検討
自治体クラウドの構築により、遠隔地においてデータを保護することで、非常時においても業務を継
続し、住民へのサービスを維持することが期待できることから、次回の総合行政情報システムの更新
に向けて、クラウド化による経費負担の軽減や、セキュリティ対策の強化について調査研究する。

34
総合行政情報システムのクラウド化の検討
※クラウド化～ネットワークを通じて、情報などをデータセンターに管理すること

△

細項目
番号

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目推進状況（令和元年度末時点）

（●：実施済、△検討中、空欄：未実施）
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町民参加による分かりやすい行政の推進1

公区（町内会）・町民活動等の推進・支援2

町民及び職員が各種団体の事業や地域の行事等に積極的に参加するよう促して、町民と行政が協働し
てまちづくりを推進する。

公区等のボランティア活動に対する支援策（協働のまちづくり交付金など）の拡充に取り組む。

大項目 中項目
推進項目
番号

推進項目（39項目） 実施内容
実施状況

4 附属機関等の効率的運営と活性化の推進
附属機関等の設置・運営に当たっては、町民の幅広い参加を促すとともに、会議の概要や会議録など
は積極的に、また分かりやすく提供する取組を推進する。

5 広聴活動の充実
多様化する町民ニーズを把握するために、町政モニターの募集など幅広い広聴活動について検討する
とともに、意見公募（パブリックコメント）やホームページを利用した町民参画機会の充実を図る。

3 男女共同参画社会の実現に向けた女性参画の拡大
性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮できるよう、女性への直接的な支援にとどまらず、
男性の育児参加の推進や、働き方の見直しを実施した企業への支援などの検討を行う。

6 定住促進に向けた環境づくりの検討

7 災害に強いまちづくりの推進

「住みたいまち・住み続けたくなるまち」であるために、子育て支援策の拡充により、子育て環境の
向上を図るとともに、定住支援策の見直しの検討を進める。

「安心して住んでいられるまち」を目指し、自主防災組織の充実強化をすすめ、防災訓練を継続して
実施していく。また、防災情報・災害情報の迅速な伝達について、さらに推進していく。

8 危機管理の徹底
高い倫理観と危機管理意識を持って業務を遂行するため、研修等を通じて法令遵守（コンプライアン
ス）を徹底するとともに、メンタルヘルスや情報管理など様々なリスクに対する管理能力の強化を図
り、危機に対応できる行政体制を確立する。

10 行政手続の簡素化・効率化
各種行政手続に要する申請書類の記載事項や押印、添付書類等の見直しや業務手順の整備を行うこと
により、行政手続きの簡素化・迅速化を進めるとともに、マイナンバーの独自利用の検討を進め、町
民の利便性の向上を図る。

12 行政情報の積極的な開示（提供）
町広報紙やホームページ等に工夫を凝らすとともに、各種メディア等を活用して、分かりやすい町政
情報の的確かつ迅速な発信を図る。

13 環境対策の推進
幕別町環境宣言の基本理念及び基本方針に基づき、省エネルギー機器の導入や新エネルギーの活用を
促進し、地球温暖化対策を積極的に推進し、環境負荷への配慮を行う。

14 行政サービスのアウトソーシングの推進
行政サービスをより効果的に提供するため、指定管理者制度や包括的民間委託等の公民連携（ＰＰ
Ｐ）手法などにより、民間が有するノウハウを導入することで、サービス水準の向上を図る。

資料１－１
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H29 H30 Ｒ元

細項目
番号

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目推進状況（令和元年度末時点）

（●：実施済、△検討中、空欄：未実施）細項目（69項目）大項目 中項目
推進項目
番号

推進項目（39項目） 実施内容
実施状況

資料１－１

35 時代に即応した組織・機構の見直し ●

36 非常時の行政機能確保手法の検討 △

37 意思決定の迅速化と各部間の連携の強化 ●

38 内部会議の機能強化と活性化の推進 ●

39 将来を見据えた新たな定員管理計画の策定

40 定員・給与等の人事行政状況の分かりやすい公表 ●

22 再任用職員の効果的な活用 定年退職者の知識・技術を有効活用し、組織活力の向上に努める。 41 定年退職者の知識・技術の有効的な活用 ●

42 期限付き職員の業務に応じた適正配置 ●

43 期限付き職員の所管事務の標準化 ●

44 職務・職責に応じた雇用条件の確保 ●

45 国準拠による適正な給与制度の運用 ●

46
時間外勤務手当縮減の推進【目標数値～１人当たりの年間時間外勤務
時間　180時間（現状200時間）】

●

47 研修内容の充実 ●

48 窓口アンケートの実施や応対不適切事例の共有による能力向上

49 接遇向上の取組と意識の定着化 ●

26 職員提案制度の活性化
政策決定や業務向上などの様々な場面において、アイディアの公募を行うなど、職員提案制度をより
活性化し、職員の能力の活用を図る。

50 業務向上掲示板設置等による職員のアイディア募集 ●

51 組織全体での情報共有の推進 ●

52 公募制の導入等による派遣研修の充実

28 人事評価制度の充実
人事評価制度の導入により、評価や適性に応じた人事制度を構築することで、職員の仕事に対する意
識を高め、組織全体の能力の向上を図る。

53 効果的な人事評価制度の導入による組織力の向上 ●

29 公債費の繰上償還 中・長期にわたり健全な財政運営を確保するため、必要に応じ公債費の繰上償還を行う。 54
必要に応じた公債費の繰上償還の継続
【目標数値～５年間合計　繰上償還額348,364千円、効果額19,606千
円】

●

55 公会計制度の整備導入 ●

56 事務事業評価の導入 △

57 各公営企業の広域化の検討 ●

58 各公営企業の長期的な収支計画の策定 ●

32 広告料収入の検討 新たな広告収入を得るための手法を検討し、広告料収入の増加を図る。 59
新たな広告収入を得るための手法の検討と実施
（広告付町内案内板の設置、広報紙への広告掲載【目標数値～５年間
合計　広告料収入1,480千円】）

●

33 使用料・負担金等受益者負担の見直し 受益者負担の原則に立ち、現在の積算根拠の見直し及び見直しサイクルの検討を行う。 60 使用料・負担金等の積算根拠の見直しと見直しサイクルの検討 △

34 公共施設使用料減免の見直し 受益者負担の公平化の原則に立ち、減免基準の見直しを行う。 61 公共施設使用料における減免基準の統一した考え方の導入 △

62 組織機構の見直しによる効率的な徴収体制の確立 ●

63 収納に係る相談体制の充実 ●

64 地域事情を考慮した職員住宅・教員住宅の必要戸数の検討 ●

65 耐用年数を超えた建物の解体後における土地利用の検討 ●

37 普通財産の売却 普通財産のうち将来にわたって利用見込みのない土地等について売却を進める。 66
利用見込みのない土地等の売却促進
（分譲地の売却促進【目標数値～５年間売却宅地　22宅地 64,148千
円】)

●

38 公共施設の適正管理 公共施設等総合管理計画を策定し、計画に基づき適正に管理していく。 67 公共施設等総合管理計画の策定と適正管理 ●

68 入札・契約の透明性・公平性の更なる向上 ●

69 入札・契約業務の効率化及び簡素化の促進 ●
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19
町民から分かりやすく、機動性の高い組織・機構
の構築

多様化・複雑化する行政サービスや行政課題、町民の様々な要望に、柔軟かつ迅速に対応するために
組織機構の見直しを行い、町民の利便性向上のため、総合案内を設置する。また、災害時などの非常
時の行政機能の確保手法についても検討する。

20 政策推進体制の充実・強化
政策推進に当たって迅速な意思決定を行い、スピード感をもって対応していくことができる組織機構
をめざし、庁内各部課の連携を密にし、内部会議の機能強化と活性化を推進する。

①
時
代
に
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た
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・

機
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の
構
築

21 適正な職員配置に基づく定員管理
将来を見据えた新たな定員管理計画の策定と、町民に分かりやすい「定員・給与等の人事行政状況」
の公表を推進する。

②
職
員
定
数
と
給
与
の
管
理

23 期限付き職員の適正配置等
臨時的任用職員や嘱託職員などの多様な雇用形態の職員の職務に応じた適正な人員配置と、業務の標
準化を進め、職務・職責に応じた雇用条件を確保し、雇用の適正化を図る。

24 職員給与の適正な管理
国準拠による給与制度の適正化を推進するとともに、職員の健康管理を念頭に、時間外勤務の縮減の
方策の検討を進める。

④
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39 入札・契約制度の見直し
入札・契約の透明性・公平性の向上を図るとともに、入札・契約業務の電子化など効率化及び簡素化
をさらに進める。

25
職員力を高める人事管理の推進（組織全体での教
育環境の強化）

限られた人的資源のなか、職員個々が持っている能力の伸長のために、職場内研修などの研修機会の
拡充を図るとともに、窓口アンケートの実施や、クレーム事例などを職員全体で共有することで、接
遇意識の向上を図る。

27 組織の情報収集能力の向上
国、道や民間などから最新の情報をいちはやく収集し、また、他団体の先進事例を調査研究するとと
もに、組織全体で情報の共有化を図る。

31 公営企業の健全な経営の推進 経営の効率化の観点で広域化の検討を行うとともに、長期的な収支計画を策定し、健全な運営に努める。

令和元年度末実施状況　●実施済：53項目　△検討中：11項目　未実施：５項目

職員住宅・教員住宅の戸数の見直し36 将来を見据えて、地域事情を考慮した必要戸数の検討を行う。

効果的な予算の編成
公会計制度の整備導入に合わせて、事務事業評価の導入を進めることで、各事業の効果を計り、適正
な予算配分を行う。

30

35 町税等徴収金の向上対策 組織機構の見直しにより効率的な徴収体制を確立し、併せて相談体制の充実を図る。
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　引き続き町内外の住民が分かりやすい表現方法に努
めることが必要であるとともに、情報発信手段として
フェイスブックやインスタグラムなど多くの媒体が存
在するため情報発信手段と内容について研究すること
が必要である。

　引き続き町内外の方にわかりやすく、興味を抱いて
もらえるような情報発信に努める。
　また、SNSやホームページを活用・連携した情報発信
について研究が必要である。

　引き続き町内外の方にわかりやすく、興味を抱いて
もらえるような情報発信に努める。
　また、SNSやホームページを活用・連携した情報発信
について、さらに研究が必要である。

〔中項目〕　　①　協働のまちづくりの推進

広報紙等を活用した団体事
業等のＰＲの充実

政策推進課

　広報紙とホームページによる情報発信。
　夏フェスタ、産業まつり、どんとこいむら祭り、忠
類ナウマン全道どり大会に対するホームページのアク
セス件数　19,201件（対前年比＋5,378件、38.9％増）
　広報担当者研修　１回(取材方法、他自治体の事例研
究等)

【事業内容】
○各種団体行事、イベント等の情報を広報紙とホーム
ページで発信しＰＲを図った。
○H30年４月に実施した「髙木菜那選手・髙木美帆選手
凱旋パレード・町民報告会」においては、メディア等
からの意見聴取や打合せを重ね、情報発信の手法や内
容について研鑽を図ることができた。
○H31年１月から、町公式SNS(Facebook、Twitter、
Instagram)の運用を開始し、情報を発信中。

【実績（効果）】（H31年2月28現在)
○夏フェスタ、産業まつり、どんとこいむら祭り、忠
類ナウマン全道そり大会HPアクセス数
　19,791件(対前年比+590件、3.1％増)
○町公式SNSフォロワー数
　Facebook：178人
　Twitter:156人
　Instagram:237人

実施済

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

番号 細項目 担当課

（推進項目）（１）町民参加による分かりやすい行政の推進

1

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　各種団体行事・イベント等の情
報を広報紙やホームページ、SNS
などで発信しPRを図る。
　より町内外の方にわかりやす
く、興味を抱いてもらえるような
情報発信の手法に関して研究を深
める。

【事業内容】
○各種団体行事、イベント等の情報を広報紙とホーム
ページで発信しＰＲを図った。
○H31年１月から、町公式SNS(Facebook、Twitter、
Instagram)の運用を開始し、情報を発信。

【実績（効果）】（Ｒ２年3月31現在)
○夏フェスタ、産業まつり、どんとこいむら祭り、忠
類ナウマン全道そり大会HPアクセス数
　19,878件(対前年比87件、0.4％増)
○町公式SNSフォロワー数
　Facebook：306人
　Twitter:352人
　Instagram:414人

資料１－２

1/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　町民視点を取り入れる有効な手法のひとつであるた
め、各課において町民参加が望ましい事業に対する積
極的な活用と町民が参加しやすい方法で募集するなど
適切に制度活用を進める必要がある。

■生涯学習課
　無作為抽出による募集方法は、これまで行政と接点
の少なかった女性や若年層など幅広い世代から参加が
あり、広い意見をいただくことができている。
　今後も行政が自分事であるという意識醸成とまちづ
くりに参加する手法としてワークショップを積極的に
活用していく必要がある。

■生涯学習課
　無作為抽出による募集方法は、これまで行政と接点
の少なかった女性や若年層など幅広い世代から参加が
あり、広い意見をいただくことができている。
　今後も行政が自分事であるという意識醸成とまちづ
くりに参加する手法としてワークショップを積極的に
活用していく必要がある。

　他自治体の事例調査
　H29.12月：芽室町視察（内容、取組方法など）

【事業内容】
○総務省が主催する政策評価に関する研修会に出席

【実績（効果）】
○事務事業評価の様々な手法等について研鑽を積ん
だ。

【事業内容】
○全国市町村国際文化研修所が主催する行政評価研修
に参加。

【実績（効果）】
○事務事業評価の実施に向け、Ｒ２年度予算から事業
別予算を導入。

　事務事業評価に対する職員の意識向上を図ることが
必要である。

　導入に向けた取組を進めるとともに、町民に分かり
やすい評価シートを作成する必要がある。

　事務事業評価の導入に向け、町民に分かりやすい評
価シートの作成と公開の手法を研究する必要がある。

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　①　協働のまちづくりの推進

（推進項目）（１）町民参加による分かりやすい行政の推進

番号 細項目

　第６期幕別町総合計画策定に係るワークショップの
開催
　委員：22人(うち町職員３人）２回開催
　内容：総合計画の内容説明が主であったが、まちづ
くりについて意見等をいただいた。

担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

事務事業評価の結果の公表 政策推進課 検討中

2

3

■生涯学習課
【事業内容】
○町民と一緒にスポーツを軸としたまちづくりを考え
る「町民と考えるオリンピアンの町ワークショップ」
を設立した。
【参考】ワークショップの概要
○メンバー
　無作為抽出した町民1,019人にワークショップへの参
加を依頼し11人が応募。また、帯広大谷短大の学生２
人を加えた13人で構成。
○オブザーバー
　体育連盟等の体育団体４人、報道関係１人の５人
　なお、進行には外部からコーディネーターを依頼

【実績（効果）】
○ワークショップ開催結果
　３回開催（H30年12月、H31年１月、H31年２月）

事業に応じた町民参加型
ワークショップの活用

政策推進課

担当課
実施済

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

【土木課】
　全面供用から29年が経過してい
る明野ヶ丘公園について、町民参
加による再整備基本計画の策定を
目的としたワークショップを行
う。

検討中
　Ｒ２年度から事業別予算の実
施、事務事業評価のモデル評価を
実施。

■生涯学習課
【事業内容】
○町民と一緒にスポーツを軸としたまちづくりを考え
る
　前年度に引き続き「町民と考えるオリンピアンの町
ワークショップ」を開催した。
【参考】ワークショップの概要
○メンバー
　無作為抽出した町民1,019人にワークショップへの参
加を依頼し11人が応募。また、帯広大谷短大の学生２
人を加えた13人で構成。
○オブザーバー
　体育連盟等の体育団体４人、報道関係１人の５人
　なお、進行には外部からコーディネーターを依頼

【実績（効果）】
○ワークショップ開催結果
　３回開催（R１年４月、R１年６月、R１年10月）



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　協働のまちづくり支援事業の充実のため、協働のま
ちづくり検討委員会において、公区からの要望や利用
が少ないメニュー等、検討を進めることが必要であ
る。

　協働のまちづくり支援事業の充実のため、協働のま
ちづくり検討委員会において、公区からの要望や利用
が少ないメニュー等、検討を進めることが必要であ
る。

　協働のまちづくり支援事業の充実のため、協働のま
ちづくり検討委員会において、公区からの要望や利用
が少ないメニュー等、検討を進めることが必要であ
る。

協働のまちづくり事業の充
実

細項目

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　①　協働のまちづくりの推進

（推進項目）（２）公区（町内会）・町民活動等の推進・支援

番号 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

住民生活課 実施済

　平成29年度から下記メニューの内容を見直し
①公区案内板整備の見直し
　修繕に係る費用を交付対象に追加
②地域コミュニティ活動の見直し
　備品の購入等に係る交付率、限度額の変更
　・単一公区　交付率　1/2⇒2/3
　　限度額　50,000円⇒60,000円
　・複数公区　交付率　1/2⇒2/3
　　限度額　40,000円⇒50,000円
③地域内除雪機械導入の見直し
　・交付率変更　交付率　1/2⇒1/1

【平成29年度実績(2/22現在)】
・公区活動支援事業
　５件　207,707円
・公区コミュニティ支援事業
　９件　354,967円
・公区環境美化支援事業
　115件　4,885,341円
・公区助け合い活動支援事業
　６件　125,000円
・公区防災活動支援事業
　７件　165,851円
・公区資源回収支援事業
　77件　4,084,100円
合計　219件　9,822,966円

【事業内容】
○これまで公区防災計画の変更に係る費用は対象外と
していたが、町の地域防災計画等の変更に伴う計画変
更に係る費用について、新たに交付対象経費に追加し
た。
○雪かき支援事業の利用拡大に向け、事業内容等につ
いて、関係課等と協議を行った。

【実績(効果)】(H31年2月28日現在)
○公区活動支援事業
　２件　126,033円
○公区コミュニティ支援事業
　16件　402,835円
○公区環境美化支援事業
　110件　4,874,024円
○公区助け合い活動支援事業
　13件　450,000円
○公区防災活動支援事業
　10件　208,327円
○公区資源回収支援事業
　77件　3,819,000円
　合計228件　9,880,219円

4

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

メニューに変更はなし。
今後もより多くの公区に取り組ん
でもらえるよう制度の周知に努め
る。
　その他、雪かき支援事業の利用
拡大に向け、事業内容等につい
て、関係課等と引き続き協議す
る。

【事業内容】
○公区助け合い活動支援事業
　雪かき支援に係る交付申請時必要書類について、作
業対象者名簿及び写真としていたが、新たに作業実施
報告書の提出でも対応可とした。
○雪かき支援事業
　利用拡大に向け、事業内容等について、引き続き関
係課等と協議を行った。

【実績(効果)】(R2年3月31日現在)
○公区活動支援事業
　 ５件　  150,767円
○公区コミュニティ支援事業
　 20件　  405,680円
○公区環境美化支援事業
　122件　4,959,552円
○公区助け合い活動支援事業
　 17件　  295,000円
○公区防災活動支援事業
　 13件　  490,551円
○公区資源回収支援事業
　 77件　3,712,400円
　合計 254件　10,013,950円

3/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

【福祉課】
　社会福祉協議会と連携し、より活動が活発となるよ
うな支援について検討が必要である。

【住民生活課】
　公園見守り隊への登録数が増えないことから、引き
続き周知方法や事業内容等の検討を進めることが必要
である。

■福祉課
　社会福祉協議会と連携し、より活動が活発となるよ
うな支援について検討が必要である。

■住民生活課
　公園見守り隊への登録数が増えないことから、引き
続き周知方法や事業内容等の検討を進めることが必
要。

■福祉課
　社会福祉協議会と連携し、より活動が活発となるよ
うな支援について検討が必要である。

■住民生活課
　公園見守り隊への登録数が増えないことから、引き
続き周知方法や事業内容等の検討を進めることが必
要。

実施済

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　①　協働のまちづくりの推進

（推進項目）（２）公区（町内会）・町民活動等の推進・支援

番号 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

細項目

ボランティア活動や地域貢
献企業への支援

福祉課

住民生活課

【福祉課】
　社会福祉協議会を通じて地域サロンの開催に伴う費
用などをボランティア団体へ助成：12団体　254千円

【住民生活課】
・平成29年度活動（計画）
　５団体２個人
　活動回数　87回
　延べ参加人数　465人
※１団体については、活動している公園が台風の影響
により清掃活動が困難な状況である。

■福祉課
【事業内容】
○社会福祉協議会を通じて地域サロンの開催に伴う費
用などをボランティア団体へ助成した。

【実績(効果)】
○13団体　266千円

■住民生活課
【事業内容】
○身近な公共空間である公園及び緑地の環境美化活動
について、町民等が里親になって、ボランティアで管
理する「公園見守り隊」を実施した。
○広報紙等を通じた活動状況等の紹介など制度周知に
努めた。

【実績(効果)】（H31年2月28日現在）
○公園見守り隊活動実績
・登録数　５団体２個人
・活動回数　85回
・延べ参加人数　501人

5

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

【福祉課】
　社会福祉協議会を通じたボラン
ティア団体への助成。
　ボランティアの担い手の育成と
活動への効果的な支援方法につい
て、引き続き社会福祉協議会と協
議する。

【住民生活課】
　本年度も引き続き、身近な公共
空間である公園及び緑地の環境美
化活動について、町民等が里親に
なって、ボランティアで管理する
「公園見守り隊」を実施する。
　広報紙等を通じた活動状況等の
紹介など制度周知に努める。

■福祉課
【事業内容】
○社会福祉協議会を通じて、地域サロンやボランティ
ア団体へ助成した。
【実績(効果)】
○15団体　278千円

■住民生活課
【事業内容】
○身近な公共空間である公園及び緑地の環境美化活動
について、町民等が里親になって、ボランティアで管
理する「公園見守り隊」を実施した。
○広報紙等を通じた活動状況等の紹介など制度周知に
努めた。

【実績(効果)】（R2年3月31日現在）
○公園見守り隊活動実績
　・登録数　５団体１個人
　・活動回数　61回
　・延べ参加人数　347人
※１団体が定期的な清掃活動が困難な状態となったこ
とにより辞退した。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　他自治体で実施している支援策について調査・検討
を行った。

【事業内容】
○昨年度に引き続き、事業所の育児休業の普及、制度
に対する課題を把握するため実態調査を行うととも
に、支援策の検討を行った。

【実績（効果）】
○調査の結果、育児休業に対し代替職員の確保が事業
所の課題となっていることが把握できた。

【事業内容】
○ホームページで国の支援制度の紹介を行った。
○（2/27）商工会・観光物産協会・町による雇用対策
をテーマにした意見交換会を行う。
○支援策の検討を行った。

【実績（効果）】
○育児休業に対し代替職員の確保が事業所の課題と
なっていることが把握できたため、事業所の負担軽減
のために奨励金等の支援策検討の方向性が見えた。

　企業が求めている支援内容の把握が不十分であった
ため、意向の確認が必要である。（雇用実態調査によ
り調査を行った。）

　育児休業代替職員の人材確保に対する支援策の検討
が必要である。

　女性の活躍推進を後押しする支援策の実施に向けた
検討が必要。

【住民生活課】
　公共施設内にＰＲポスターやパンフレットを配布。

【総務課】
　附属機関等における女性委員の割合が増加するよう
配慮。
　男性職員の育児休暇の取得　１名

■住民生活課
【事業内容】
○公共施設内にＰＲポスターやパンフレットの掲示や
配布、講演会やシンポジウム開催の周知・啓発を行っ
た。

■総務課
【実施内容】
○関係課へ附属機関等において積極的に女性委員を登
用するよう周知した。

【実績（効果）】
○募集枠５機関18人対して17人の公募（達成率94.4%)

■住民生活課
　６月の男女共同参画週間に合わせて6/21～7/1にパネ
ル展を開催した。このほか、公共施設内でのPRポス
ターやパンフレットの掲示や配布、講演会やシンポジ
ウムの開催の周知・啓発を行った。

■総務課
【実施内容】
○関係課へ附属機関等において積極的に女性委員を登
用するよう周知した。

【実績（効果）】
○募集枠６機関40人に対して38人の公募（達成率
95.0%)女性委員は15人

【住民生活課】
　引き続き、男女共同参画社会の実現に向け、啓発活
動を進める。

【総務課】
　附属機関等における女性委員の登用について周知す
ることが必要である。

■住民生活課
　引き続き、男女共同参画社会の実現に向けた啓発活
動が必要。

■総務課
　積極的な女性委員の登用について関係課へ周知・啓
発が必要。

■住民生活課
　引き続き、男女共同参画社会の実現に向けた啓発活
動が必要。

■総務課
　積極的な女性委員の登用について関係課へ周知・啓
発が必要。

働く女性への支援や男性の
育児参加を行う企業への支
援の検討

商工観光課 検討中

番号

6

7
男女共同参画社会実現に向
けた啓発

住民生活課

総務課
実施済

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　①　協働のまちづくりの推進

（推進項目）（３）男女共同参画社会の実現に向けた女性参画の拡大

細項目 担当課

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

検討中

　女性従業員の育休取得・復帰さ
せた企業に対して奨励金を交付す
ることや男性従業員に育休取得さ
せ、育児参加を促進した企業に対
して奨励金を交付する等、育休取
得率を高め、女性の活躍推進を後
押しする支援策の実施に向けた検
討を行う。

実施済

【住民生活課】
　６月の男女共同参画週間に合わ
せて6/22～6/30にパネル展を開催
予定。
　その他保健課やこども課で実施
する「男の料理教室」や「ファミ
リーデー」を通じて、男女共同参
画社会の実現に向け、パンフレッ
ト等を配布し、啓発する。

【総務課】
　引き続き、関係課へ周知を行
う。

5/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　附属機関委員の公募を広報紙のほか初めてホーム
ページを活用して募集した。その際、附属機関の取組
内容を理解できるようホームページに附属機関のペー
ジと連結させた結果、募集枠８機関38人に対して43人
(実人数24人)の公募があった。(達成率113.2％)

【事業内容】
○附属機関委員の公募を広報紙やホームページのほか
新たにSNSを活用して募集した。
○住民参加の新たな手法として、無作為抽出により
ワークショップへの委員を募集した。

【実績（効果）】
○募集枠５機関18人対して17人の公募（達成率94.4%)

　【事業内容】
○法改正に伴う包括的な特別職非常勤職員の整理の中
で、附属機関の設置についても見直しを行い、新規設
置及び廃止を検討した。
○附属機関委員の公募を広報紙やホームページのほか
新たにSNSを活用して募集した。
○無作為抽出による附属機関委員の公募について検討
を行った。

【実績（効果）】
○附属機関の設置の見直しの結果、関係例規の新規制
定及び改正を行った。その結果、附属機関数は令和２
年４月１日から54（R2.3.31日現在41）となる。
○附属機関委員の公募については、募集枠６機関40人
に対して38人の公募（達成率95.0%)女性委員は15人

　附属機関等の実態把握を行うとともに調査審議事項
が重複する附属機関があれば統廃合を行う。
　また、行政に関心が全くない町民の掘り起こしを行
う手法について検討することが必要。

　生涯学習課において、初の無作為抽出による「町民
と考えるオリンピアンの町ワークショップ」を実施。

○現在公募することとしている個々の附属機関の専門
性の程度に対し、無作為抽出による附属機関委員の公
募という制度が馴染むかについて引き続き検討が必
要。

　公開対象の32機関のうち７機関が町ホームページに
会議録を公開している。

【実績（効果）】
○公開対象の32機関のうち７機関の会議録をHPへ公
開。

【実績（効果）】
○公開対象の32機関のうち９機関の会議録をHPへ公
開。

　公開対象としている附属機関での会議の議事録を町
ホームページに公開し、町民に積極的に情報提供でき
る取組を推進する。

　公開対象としている附属機関での会議の議事録を町
ホームページに公開し、町民に積極的に情報提供でき
る取組を推進する。

　公開対象としている附属機関での会議の議事録を町
ホームページに公開し、町民に積極的に情報提供でき
る取組を推進する。

附属機関の会議及び会議録
の情報公開の充実

総務課 実施済

8

9

担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

附属機関等に関する指針の
策定

総務課 検討中

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　①　協働のまちづくりの推進

（推進項目）（４）附属機関等の効率的運営と活性化の推進

番号 細項目

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

検討中

○法の趣旨に基づき、適切に附属
機関の運用がなされるよう、引き
続き注視する。
○引き続き無作為抽出による附属
機関委員の公募について検討を行
う。

実施済
　引き続き情報提供に努めるとと
もに、情報公開について、関係各
課に働きかけを行う。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　管内実施状況の調査：１町(芽室町)

※町政モニター：町政に対する町民の率直な改善意見
等を継続的に徴収することで、民主的で円滑な行政運
営を図り、町民の意思を行政に反映させることを目的
とするもの

【事業内容】
○町政モニターを実施している自治体へ取組状況など
ヒアリングを行った。

【実績（効果）】
○H30年度から開始した事例があり、道内自治体へ聞き
取りをしたところ、モニターの応募がなく進んでいな
い状況。
○他市町村の事例でもモニターの確保が困難であるこ
とや形骸化していることが課題となっており、廃止も
含め在り方を検討している自治体もあった。

【事業内容】
○町政モニターを実施している自治体へ取組状況など
ヒアリングを行った。

【実績（効果）】
○H30年度から開始した道内の事例では、当初応募がな
く、複数回の募集で数名の応募があったところ。
○他市町村の事例でもモニターの確保が困難であるこ
とや形骸化していることが課題となっており、廃止も
含め在り方を検討している自治体もあった。

　町政モニターについて管内実施町村が１町であり、｢
町政モニター｣＝「苦情処理｣とならないようにするな
ど制度内容を十分に検討した上で導入の可否を検討す
る必要がある。

　本町では今年度無作為抽出によるワークショップを
実施し、これまでと異なる手法で町民からの意見を聞
く機会を設けているところ。今後も町民からの意見を
聞く手法を研究する必要がある。

　昨年度に引き続き、無作為抽出によるワークショッ
プを実施。
　Ｒ元年８月から、「町長への手紙」として、役場庁
舎など４か所で町政に対する意見の投函のほか、ホー
ムページから入力フォームを通じて意見を送付できる
ようにし、町民から意見を聞く手法を拡大した。

町政モニターの実施 政策推進課 検討中

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　①　協働のまちづくりの推進

（推進項目）（５）広聴活動の充実

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

10

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

検討中

　広聴活動は、町政モニターも含
め様々な手法があり、現在実施し
ている手法をよりよく活用してい
くとともに、今後も町民の意見を
伺うことができる手法について研
究を進める。

7/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　引き続き町民に対して分かりやすい情報提供が必要
である。

　引き続き町民に対して分かりやすい情報提供が必要
である。
　町民からの意見がなかったことから、周知方法や閲
覧場所等を見直しし、より幅広く意見を提出いただけ
る環境を整備する必要がある。

　引き続き町民に対して分かりやすい情報提供が必要
である。

　引きつづき掲示板の設置やパブリックコメントの掲
載などによる意見募集を実施したほか、記事掲載にあ
たっては担当課を記載するなど意見を提出しやすい環
境を構築。
　掲示板書き込み件数：３件（対前年比△16件）

【事業内容】
○掲示板やパブリックコメントなどによる意見募集を実
施。
○各課で積極的に情報を発信し、町民参画の機会充実に
努めた。

【実績（効果）】(H31年2月28日現在)
○掲示板書き込み件数
　２件（対前年比△１件）

【事業内容】
○パブリックコメントなどによる意見募集を実施。
○町政に対する意見を述べる「町長への手紙」をホー
ムページの入力フォームから送付できるようコンテン
ツを作成するとともに、意見内容及び回答内容をホー
ムページ等で公開。
○各課で積極的に情報を発信し、町民参画の機会充実
に努めた。

【実績（効果）】(Ｒ２年3月31日現在)
○「町長への手紙」ホームページからの投稿件数
　５件

　情報の掲載方法については、受け取り側が理解しや
すいよう表現することが必要であるとともに、ホーム
ページに掲載する情報の分類方法等について検索しや
すいように掲載することが必要である。

　今後も行政情報の積極的な掲載に努めるとともに、
住民意見を出しやすい環境づくりを研究する必要があ
る。

　今後も行政情報の積極的な掲載に努めるとともに、
住民意見を出しやすい環境づくりを研究する必要があ
る。

担当課

①H29.10月：次期幕別町総合計画策定パブリックコメ
ントの実施－２件【政策推進課】
②H29.11月：子ども・子育て支援事業計画に関する中
間年の見直し(案)-意見なし【こども課】
③H30.1月：第３期幕別町子どもの読書活動推進計画
(案)－意見なし【図書館】
③H30.1月：幕別町住生活基本計画(案)-意見なし【都
市計画課】
④H30.1月：幕別町公営住宅等長寿命化計画(案)－意見
なし【都市計画課】
⑤Ｈ30.1月：幕別町障がい者福祉計画・第５期障がい
福祉計画・第１期障がい児福祉計画(案）－意見なし
【福祉課】
⑥H30.1月：幕別町高齢者保健福祉ビジョン－意見なし
【保健課】
⑦H30.1月：幕別町第２期ごみ処理基本計画(案)－意見
なし【防災環境課】
⑧H30.1月：幕別町障がい者福祉計画・第５期幕別町障
がい福祉計画・第１期幕別町障がい児福祉計画(案)-意
見なし【福祉課】

【事業内容】
○計画や方針などの基本的な政策等を策定または改定
する際に、施策案を公表し広く町民の意見を募集し、
提出された意見等を考慮し施策を決定した。

【実績（効果）】
○パブリックコメント実施結果
・H31年1月:第６次幕別町生涯学習中期計画（案)
  －意見なし【生涯学習課】
・H31年1月:幕別町教育大綱(案)
　－意見なし【政策推進課】
・H31年1月：第２期まくべつ健康21中間評価・改訂版
(案)
　－意見なし【保健課】
・H31年2月：幕別町農業・農村振興計画2018(案)
　－意見なし【農林課】

意見公募（パブリックコメ
ント）の充実

実施済

ホームページを活用した町
民参画機会の充実

政策推進課 実施済

11

12

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　①　協働のまちづくりの推進

（推進項目）（５）広聴活動の充実

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　基本的な政策等の策定する際に
は、パブリックコメントを実施し
町民からの意見を求める。

実施済
　現在実施している手法をよりよ
く活用していくとともに、積極的
な情報発信に努める。

【事業内容】
○計画や方針などの基本的な政策等を策定または改定
する際に、施策案を公表し広く町民の意見を募集し、
提出された意見等を考慮し施策を決定した。

【実績(効果)】
○パブリックコメント実施結果
・R元年12月：第３期十勝定住自立圏共生ビジョン(案)
―　意見なし【政策推進課】
・R２年１月：第２期幕別町まち・ひと・しごと創生総
合戦略(案)及び幕別町人口ビジョン － １件【政策推
進課】
・R２年１月：第２期幕別町子ども・子育て支援事業計
画（素案） － 意見なし【こども課】
・R２年１月：第３期幕別町地域福祉計画(素案)
　－１件【福祉課】



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　Ｈ29年度も交付件数が順調に伸びているが、空き
地・空き家バンクの登録物件が伸びていない状況か
ら、申請手続きの簡素化を図る必要がある。

　マイホーム応援事業は交付件数が順調に推移してい
る。また、空き地・空き家バンクにおいては実施２年
目を迎え登録物件の大幅増となった。

　マイホーム応援事業は交付件数が順調に推移してい
る。また、空き地・空き家バンクにおいては物件登録
促進と協力宅建業者の増加に並行して取り組む。

細項目

　移住促進と町内居住者の定住に資するため、住宅を
新築又は購入する者に対し、当該住宅の取得に要する
費用の一部を補助する。
　住宅金融支援機構と協定を締結し、マイホーム応援
事業の交付対象者で同機構の条件を満たした場合、住
宅ローン（フラット３５）の借入金利を一定期間引き
下げる制度を実施。
　また、一層の移住・定住の促進を図るため、本年度
から「空き地・空き家バンク」を開設し、空き家情報
等の提供に努める。
【マイホーム応援事業】
　平成29年度交付実績（平成30年１月末時点）
　新築76件、中古18件、計94件　交付金額
50,500,000円
　交付者数　94世帯、313人
　うち、転入による人口増　46世帯、142人
【住宅支援機構住宅ローン軽減利用見込み者】
　 ２人に対して証明書を交付
【空き地・空き家バンク】
　登録物件　10件
　うち成約２件、取下げ１件

【事業内容】
○移住促進と町内居住者の定住に資するため、住宅を
新築又は購入する者に対し、当該住宅の取得に要する
費用の一部を補助を行った。
○現行のマイホーム応援事業は、H31年度をもって終了
することから、今後の移住・定住施策と合わせて制度
設計の総合的な見直しの検討を始めた。
○住宅金融支援機構と協定を締結し、マイホーム応援
事業の交付対象者で同機構の条件を満たした場合、住
宅ローン（フラット３５）の借入金利を一定期間引き
下げる制度を実施。
○空き地・空き家バンクへのより一層の物件（空き
地・空き家）登録を進めるため、協力宅建業者へのＰ
Ｒ及び広報紙、ホームページにより住民周知に取り組
んだ。

【実績(効果）】(H31年2月28日現在）
○マイホーム応援事業
　計76件　交付金額　39,300,000円
　新築55件、中古21件
　交付者数　76世帯、228人
　（うち、転入による人口増　30世帯、73人）

○住宅支援機構住宅ローン軽減利用見込者（証明書交
付者数）
　 ３人

○空き地・空き家バンク登録数
　登録物件　60件
　うち成約　10件

13 検討中住民生活課
マイホーム応援事業の見直
しの検討

（推進項目）（６）定住促進に向けた環境づくりの検討

番号

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　②　安全で快適な生活環境の向上

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

担当課

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

【マイホーム応援事業】
　移住・定住施策として大きく貢
献していることから、新たに加算
基準の一部を見直しの上、継続実
施する。
（見直し点）
申請者年齢
　70歳未満⇒40歳未満
地域加算（幕別市街及び忠類市街
地に住宅新築または購入）
　50万円⇒80万円
子ども加算（３子目以降）
　20万円/人⇒30万円/人
（新）住宅解体を伴う新築
　30万円

【空き地・空き家バンク】
　より一層の物件（空き地・空き
家）登録を進めるため、協力宅建
業者との連携及び所有者へのＰＲ
活動をを行う。

【事業内容】
　移住促進と町内居住者の定住に資するため、住宅を
新築又は購入する者に対し、当該住宅の取得に要する
費用の一部を補助を行った。
　マイホーム応援事業については、現行の制度の最終
年となることから、事業の実施と並行して来年度以降
の制度設計を今後の移住・定住施策と合わせて総合的
に検討した結果、令和２年度以降においても事業を継
続することとし、申請者の年齢を40歳未満に引き下
げ、子育て加算、地域加算等の要件を一部見直し、地
域バランスに考慮した制度設計とする検討を行った。
　住宅金融支援機構と協定を締結し、マイホーム応援
事業の交付対象者で同機構の条件を満たした場合、住
宅ローン（フラット３５）の借入金利を一定期間引き
下げる制度を実施した。
　また、空き地・空き家バンクへのより一層の物件
（空き地・空き家）登録を進めるため、協力宅建業者
との連携及び所有者へのＰＲ活動を行った。

【実績(効果）】(R2年3月31日現在）
○マイホーム応援事業
　計111件　交付金額　66,350,000円
　新築87件、中古24件
　交付者数　111世帯、346人
　（うち、転入による人口増　45世帯、123人）

○住宅支援機構住宅ローン軽減利用見込者（証明書交
付者数）
　 ３人

○空き地・空き家バンク登録数
　登録物件　　12件（ほか繰越51件）
　年度内成約　17件

9/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　平成29年度から、札内支所に常勤の保健師を配置、
子育て世代包括支援センターとして役場・札内支所・
忠類ふれあいセンター福寿に総合相談窓口を設置し
た。（相談件数：2月末で1,910件）
　また、産後ケア事業などの産後の支援を充実し、育
児不安の解消に効果をあげている。（2月末で実10人、
延べ17件）

■保健課
【事業内容】
○社会的支援を必要とする妊産婦を対象に、孤立感の
解消を図るため、新たに保健師や助産師等の専門職に
よる相談支援を行う｢産前産後サポート事業｣を実施し
た。
○子育て支援センター、発達支援センター等連携し、
支援の必要性がある親子について情報共有を図った。

【実績（効果）】（H31年2月28日現在）
○産前産後サポート利用者数
　利用延べ人数　183人（実人数63人）

■保健課
【事業内容】
○子育て世代包括支援センターによる総合相談業務
○子育て支援センター、発達支援センター等の連携
〇産後ケア事業（訪問型・デイサービス型）の実施
〇産前産後サポート事業

【実績（効果）】(Ｒ2年３月31日現在）
〇子育て世代包括支援センター相談数 延べ1,080人
〇子育て支援センター、発達支援センター連携
　子育て支援センターは毎月１回情報交換
　発達支援センターは随時情報交換
〇産後ケア事業実績
　訪問型　延べ19回（実9人）
　デイサービス型　延べ１回（実１人）
〇産前産後サポート事業実績　　延べ145人

　地区担当保健師による妊婦訪問や新生児訪問、健康
相談や乳幼児健診など同じ保健師が切れ目なく支援継
続している。妊産婦・乳幼児の情報は子育て世代包括
支援センターのスタッフで定期ケース検討会を実施
し、適切な支援と事後フォローアップができるよう体
制作りをした。

■保健課
　保健師と子育て支援センターとの情報交換は毎月１
回実施。
　保健師と発達支援センターの連携は、発達相談への
紹介や通室に向けての情報提供行うなど随時連携を
図っている。

■保健課
　子育て世代包括支援センター設置後、産後ケア・産
前産後サポート事業を新たに実施したことにより、支
援の必要な家庭へのサポートが充実した。子育て支援
センター、発達支援センターとの情報交換により、成
長後も切れ目のない支援ができるよう連携している。

　制度の本格実施の前段階として、延長保育に対応で
きる職員体制を整えたうえで希望がある日のみ19時ま
で開設し、実際の利用者のニーズを計る。
 平成29年度実績：町立３保育所　46件(H30.2月まで)

【事業内容】
○昨年度に引き続き、保護者から希望がある日のみ閉
園時間を30分延長して19時までとし、延長保育の利用
ニーズを図った。

【実績（効果)】(H31年2月28日現在）
○平成30年度保育延長利用実績
　町立３保育所63件
（幕別中央６、札内北20、札内さかえ37）

【事業内容】
○昨年度に引き続き、保護者から希望がある日のみ閉
園時間を30分延長して19時までとし、延長保育の利用
ニーズを計った。

【実績（効果)】(R２年３月31日現在）
○令和元年度保育延長利用実績
　町立３保育所88件
（幕別中央19、札内北41、札内さかえ28）

　平成29年度途中までの延長保育の利用者は、各保育
所ともに1月あたり1人を下回る利用であり現時点では
制度化までのニーズはなかった。次年度以降も引き続
き検証を行うことが必要である。

　H30年度実績からみるとH29年度同様に制度化までの
ニーズはなかった。

　令和元年度実績からみるとこれまで同様に制度化ま
でのニーズはなかった。

保育時間の延長などの子育
て環境の向上

細項目

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　②　安全で快適な生活環境の向上

（推進項目）（６）定住促進に向けた環境づくりの検討

番号 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

14

15

子育て相談窓口の一本化な
どの子育て環境の向上

保健課

こども課
実施済

こども課 実施済

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済 　引き続き事業を継続する。

実施済 引き続き、検証を続ける。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　組織　114公区中45公区
（３公区増　H29.12.31現在）
　世帯　世帯カバー率　63.87％

【事業内容】
○自主防災組織の未組織の公区での組織化や組織の充
実強化を図るため、出前講座や地域防災訓練等で周知
啓発を行った。

【実績(効果）】(H31年2月28日現在）
○自主防災組織数
　113公区中46公区（１公区増)
　世帯カバー率　64.78％

【事業内容】
○自主防災組織の未組織の公区での組織化や組織の充
実強化を図るため、出前講座や地域防災訓練等で周知
啓発を行った。

【実績(効果）】(R2年３月31日現在）
○自主防災組織数
　113公区中47公区（１公区増)
　世帯カバー率　66.48％

　現在、５ヵ年計画で実施する地域防災訓練の実施に
より前年度から３公区増となった。今後も地域防災訓
練の機会などを捉えて自主防災組織の充実強化に努め
ることが必要である。

　地域防災訓練の実施等により前年度から１公区増加
した。
　今後、地域防災訓練の機会などを捉えて自主防災組
織の充実強化に努める。

　地域防災訓練の実施等により前年度から１公区増加
した。
　今後、新たに任用する防災マネージャーを活用した
組織化への相談業務を行い、出前講座や地域の自主防
災訓練の機会などを捉えて自主防災組織の充実強化に
努める。

　避難所単位での実施により、住民及び公区において
は地域連携の重要性を考えるきっかけになったと認識
しているところ。平成30年度も同様の地域防災訓練を
実施し、防災体制の強化を図るものとする。

　避難所単位での実施により、住民及び公区において
は、地域連携の重要性を考えるきっかけになったと認識
している。
　また、複数公区合同でＤｏはぐを実施し、避難所運営
を身近に感じてもらうきっかけになったと認識。
　平成31年度も同様の地域防災訓練を実施し、防災体制
の強化を図るものとする。

　避難所単位での実施により、住民及び公区において
は、地域連携の重要性を考えるきっかけになったと認
識している。
　また、複数公区合同でＤｏはぐを実施し、参加者は
少ないものの避難所運営を身近に感じてもらうきっか
けになったと認識している。
　加えて、今年度から新たに１日防災学校を実施し
て、児童への防災教育の実施と、保護者も参加した避
難所設置の模擬を行うなど、充実した防災訓練を実施
した。
　今後は、新たに任用する防災マネージャーを活用し
て地域の自主的な防災訓練の相談や支援を実施し、防
災体制の強化を図るものとする。
　また、１日防災学校の実施も継続して防災教育の充
実を図るものとする。

（推進項目）（７）災害に強いまちづくりの推進

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

防災環境課 実施済

実施済防災環境課
防災訓練の充実

　５カ年計画の３年目
　４箇所の指定避難所で次のとおり実施
【平成29年９月24日実施】
・幕別小学校　対象５公区　参加者59人（参加率
10.6％）
・幕別中学校　対象３公区　参加者86人（参加率
6.9％）
【平成29年10月29日実施】
・幕別高等学校　対象６公区　参加者122人（参加率
14.4％）
・札内中学校　対象８公区　参加者392人（参加率
12.8％）

【事業内容】
○避難訓練の実施
○訓練実施箇所を対象とした避難所運営委員による避難
所運営を模擬体験する「Ｄｏはぐ」の実施

【実績(効果）】
○避難訓練
・白人小学校　対象５公区　参加者160人（参加率
10.5％）
・札内東中学校　対象３公区　参加者141人（参加率
12.1％）
・忠類小学校　対象５公区　参加者178人（参加率
16.2％）
・札内コミュニティプラザ　対象２公区　参加者43人
（参加率6.8％）
○Ｄｏはぐ
・白人小、札内東中学校合同避難所運営会議　参加者11
名
・札内コミプラ避難所運営会議　参加者９名

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　②　安全で快適な生活環境の向上

16

17

自主防災組織の充実強化
【目標数値:114公区(現状
39公区)】

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

○未組織公区で、市街地への組織
化に向けた啓発
○指定避難所単位の連携防災協議
会設立に向けた取組

実施済

○地域の自主的な防災訓練の相談
や支援
○１日防災学校（授業に防災の要
素を取り入れた防災教育）を町内
小学校２校で実施

【事業内容】
○避難訓練の実施
○訓練実施箇所を対象とした避難所運営委員による避
難所運営を模擬体験する「Ｄｏはぐ」の実施

【実績(効果）】
○避難訓練
・札内スポーツセンター　対象５公区　参加者230人
（参加率11.7％）
・札内北コミュニティセンター　対象４公区　参加者
103人（参加率4.5％）
・農業者トレーニングセンター　対象10公区　参加者
104人（参加率12.4％）
○Ｄｏはぐ
・札内スポセン、札内北コミ、農業者トレセン合同避
難所運営会議　参加者３名
○１日防災学校
　古舞小学校　授業参観日と同日で実施
　参加者　児童18名　保護者20名　地域２名

11/40



 12/40

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　テレビ、ラジオ、登録制メール等、住民自らが情報
を得るための手法、手段について、広報紙、出前講座
等を通じて啓発。
　特に、登録制メール（防災情報メール）の登録拡大
を重点的に推進した。平成30年２月末登録者数916人
（前年同月比214人増）

【事業内容】
○テレビ、ラジオ、登録制メール（防災情報メール）
等、住民自らが情報を得るための手法・手段につい
て、広報紙や出前講座等を通じて啓発。
○登録制メール（防災情報メール）の登録拡大を重点
的に推進した。
○SNSを活用し、防災情報専用のFacebookとTwitterの
運用を開始した。

【実績（効果）】（H31年2月28日現在）
○登録制メール（防災情報メール）登録者数
　1,313人（前年比397人増）

【事業内容】
○テレビ、ラジオ、登録制メール（防災情報メール）
等、住民自らが情報を得るための手法・手段につい
て、広報紙や出前講座等を通じて啓発。
○登録制メール（防災情報メール）の登録拡大を重点
的に推進した。
○災害等における迅速かつ正確に情報伝達するシステ
ムの構築として、防災行政無線の整備に向けた実施設
計の実施。
○広報紙毎号に防災に関する記事（防災ナビ）を掲載

【実績（効果）】（R2年３月31日現在）
○登録制メール（防災情報メール）登録者数
　1,470人（対前年152人増）

　登録制メールは、１年で登録者が214人増となるな
ど、一定の効果を得ている。今後も引き続きの普及啓
発を図るとともに、更なる情報伝達の多様化、迅速化
に向けて、本町・札内地区における防災行政無線等の
導入について検討を進める。

　登録制メールは１年で登録者が397人増加するなど、
一定の効果を得ている。
　引き続き、普及・啓発を図るとともに、更なる情報
伝達の多様化、迅速化に向けた検討が必要。

　登録制メールは１年で登録者が122人増加するなど、
一定の効果を得ている。
　引き続き、普及・啓発を図るとともに、更なる情報
伝達の多様化として、防災行政無線の円滑な導入を進
める。

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

防災情報・災害情報の伝達
迅速化の推進 防災環境課 実施済18

【大項目】　　１　町民との協働に基づく行政経営の推進

〔中項目〕　　②　安全で快適な生活環境の向上

（推進項目）（７）災害に強いまちづくりの推進

番号 細項目 担当課

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

○広報紙毎号に防災ナビを掲載
○出前講座の実施
○ＳＮＳの活用
○防災行政無線整備工事



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　十勝定住自立圏主催
　　コンプライアンス研修　９人参加
　町主催
　　例規集管理システム研修　49人参加
　　情報管理研修　17人参加
　　新規採用職員研修　５人参加

【事業内容】
○新たにSNSを活用した行政情報等を発信するに当た
り、職員を対象とした情報モラルやSNSのリスク等に関
する研修会を実施。
○新規採用職員を対象として、地方公務員法等のコン
プライアンス研修を実施

【実績（効果）】
○SNSリスク・コンプライアンス研修　159人参加
○新規採用職員研修　７人参加

【事業内容】
○新規採用職員を対象とした地方公務員法等に関する
研修を実施し、コンプライアンスの重要性について学
んだ
○昨年までの研修を踏まえ、保有する情報の保護と管
理を目的とし、電算機器の廃棄確認のため廃棄現場の
立ち合いに職員を派遣

【実績（効果）】
○新規採用職員研修　９人参加
○電算機器廃棄現場立ち合い　２人

　コンプライアンスを順守する意味から、同様の研修
を継続的に行う必要がある。

　SNSの研修は業務等の都合により一部の職員が不参加
だったことから、個別に課単位で研修会を行うなど、
全ての職員が受講できるよう対応が必要。

　新規採用職員を対象とした地方公務員法等のコンプ
ライアンス研修を実施し、コンプライアンスに対する
理解を深めている。
　また、保有する情報の保護と管理を目的とし、電算
機器の廃棄現場への立ち合いに職員を派遣することに
より、情報管理に係る危機管理意識の向上を図ること
ができた。

　下記訓練を実施
　H29.6.30：災害対策本部設置訓練
　H29.7.5：緊急地震速報訓練（中止）
　H29.9.22：役場庁舎避難訓練

　幕別町職員災害対応ハンドブックを全職員に交付

【事業内容】
　行政の危機管理能力を向上させるため訓練等を実施
した。

【実績（効果）】
○H30年4月24日　災害対策本部設置訓練
○H30年7月18日　Ｄｏはぐの実施
○H30年9月27日　役場庁舎避難訓練
○H30年11月26日　冬の避難所運営及び福祉避難所開設
机上訓練（道との共同訓練）
○避難所担当職員の配置換え

【事業内容】
　行政の危機管理能力を向上させるため訓練等を実施
した。

【実績（効果）】
○R1年9月27日　　役場庁舎避難訓練
○避難所担当職員の配置換え

　緊急時に迅速な行動を取れるよう、定期的な訓練を
実施するとともに、日頃から職員一人一人が緊急時に
適切な判断を行えるよう意識づけを行うことが必要で
ある。

　災害対策本部設置訓練では、到着した職員に関わら
ず「設置運営指示書」による迅速な本部設置が可能と
なるよう訓練を行った。
　避難所運営における様々な事象を想定した避難所運
営ゲームであるＤｏはぐを全職員を対象に行った。
　厳寒期に大地震が発生したことを想定した避難所運
営と要配慮者に対応した福祉避難所の開設を想定した
机上訓練を実施した。

　災害対策本部設置訓練が未実施であったが、避難所
担当職員の迅速な配置換えは人事異動後迅速に対応し
た。
　今年度で５ヵ年計画の地域防災訓練が完了したこと
から、今後は実際の災害を想定した危機管理訓練を実
施して、行政自らの災害対応能力を高める。

19
法令遵守や情報管理等にお
ける危機管理研修の実施

20 危機管理訓練の実施

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

〔中項目〕　　①　行政サービスの質の向上

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

総務課 実施済

番号

（推進項目）（８）危機管理の徹底

細項目 担当課

実施済防災環境課

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　引き続き、関連する研修へ職員
の参加を促し、職員への意識の定
着を促進する。

実施済

○災害対策本部設置訓練
○緊急地震速報訓練
○役場庁舎避難訓練
○避難所担当職員の迅速な配置換
え

13/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　平成29年12月議会に年末年始の休日の見直しに係る
関連条例の議案を提出。
　平成30年度以降、年末年始における休日の期間を
国、道と同じとなるよう改正した。（平成30年４月１
日施行）

【実施内容】
○休日が変更されて以降初めて迎える年末年始に向け
広報紙やホームページのほか、窓口にチラシを配置す
るなど住民周知を図った。

【実績（効果）】
○町民や関係機関からの苦情等はなかった。

【実施内容】
○一部の施設を除き、令和元年12月28日から令和２年
１月３日まで公共施設を休館とした。（役場は週休日
を含め令和元年12月28日から令和２年１月５日まで閉
庁）

【実績（効果）】
○役場の閉庁期間が長いことに考慮し、12月30日に諸
証明取得のための臨時窓口を開設した。
○町民や関係機関からの苦情等は数件程度であった。

　平成30年度から年末年始における休日が変更となる
ため、町民や関係機関に対する周知が必要である。

　引き続き、広報紙やホームページ等で年末年始閉庁
日の周知が必要。

　引き続き、広報紙やホームページ等で年末年始閉庁
日の周知が必要。

〔中項目〕　　①　行政サービスの質の向上

（推進項目）（９）年末年始の休日の見直し

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

21
年末年始閉庁日の見直しの
検討

総務課 実施済

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　引き続き、広報紙やホームペー
ジ等で年末年始閉庁日の周知を実
施するとともに、臨時窓口の開設
について検討する。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

未実施

【事業内容】
○関係部署が所管する行政手続きに要する申請書類を
チェックし、押印の必要性の有無や簡略化できる項目
等を削除するよう随時指示を行った。

【実績（効果）】
○添付書類等の見直しや業務手順の整備を行うことに
より、行政手続きの簡素化・迅速化を進めることがで
きた。

【事業内容】
○関係部署が所管する行政手続きに要する申請書類を
チェックし、押印の必要性の有無や簡略化できる項目
等を削除するよう随時指示を行った。

【実績（効果）】
○添付書類等の見直しや業務手順の整備を行うことに
より、行政手続きの簡素化・迅速化を進めることがで
きた。

　申請書様式のレイアウト等についてガイドラインが
必要。またマイナンバーを活用した行政手続（添付書
類）の簡略化を推進する必要がある。

　申請書様式のレイアウト等についてガイドラインが
必要。
　また、道内で統一的な様式の見直しを行った自治体
があることから、先進事例として研究し、押印や記載
事項の簡略化を推進する必要がある。

　申請書様式のレイアウト等についてガイドラインが
必要。
　また、道内で統一的な様式の見直しを行った自治体
があることから、先進事例として研究し、押印や記載
事項の簡略化を推進する必要がある。

　所得照会など独自利用事務による情報連携に向け、
個人情報保護委員会へ４事務を届出し承認を受けたと
ころである。

①子どもの医療費助成に関する事務
②重度心身障害者等の医療費助成に関する事務
③ひとり親等の医療費助成に関する事務
④地方公共団体が設置する住宅等の管理に関する事務
（法定事務に係るものを除く。）

【事業内容】
○マイナンバーの独自利用に関係する部署に対し、独
自利用事務の実施についての確認を実施した。

【実績（効果）】
○独自利用事務についての新規実施希望はなかった。

【事業内容】
○マイナンバーの独自利用に関係する部署に対し、独
自利用事務の実施についての確認を実施した。
〇番号法の一部改正により事務が追加となる部署への
情報共有を実施した。

【実績（効果）】
○独自利用事務についての新規実施希望はなかった。
〇番号法の一部改正による事務の追加により、令和2年
6月からの情報連携に向けた対応を行った。

【追加事務】
○母子保健法による保健指導、健康診査、妊産婦の訪
問指導又は母子健康包括支援センターが行う事業の実
施に関する事務であって主務省令で定めるもの
○母子保健法による妊産婦又は乳児若しくは幼児に対
する健康診査に関する情報

　マイナンバーの独自利用に関係する部署に対して、
平成30年度以降に独自利用事務を実施する場合のスケ
ジュールなど情報共有を行うとともに、他の事務に関
する必要性の可否について検討を行うことが必要であ
る。

　独自利用事務を実施する場合のスケジュールなど情
報共有を行うとともに、他の事務に関する必要性の可
否について検討を行うことが必要。

　番号法の改正により、事務が追加となることがある
ので、対象となる部署への情報共有が必要となる。
　独自利用事務を実施する場合のスケジュールなど情
報共有を行うとともに、他の事務に関する必要性の可
否について検討を行う。

番号

22

23

未実施

細項目 担当課

マイナンバーの利用促進の
検討

総務課 検討中

（推進項目）（10）行政手続の簡素化・効率化

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

申請業務手順の標準化の推
進

総務課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

〔中項目〕　　①　行政サービスの質の向上

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

未実施

　引き続き、事例の調査研究（先
進自治体への情報提供の依頼、視
察等）、関係部署との協議を実
施。

検討中

　引き続き、番号法が改正した場
合の情報共有と独自利用事務を実
施する場合及び番号法の改正によ
る事務の追加におけるスケジュー
ルなど情報共有を行うとともに、
他の事務に関する必要性の可否に
ついて検討を行うことが必要。
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　維持管理の研修、点検・指導を２回実施
　（研修会出席者　延べ239人）
　
　ファイリングシステムの自主管理を行うため、文書
管理推進委員会を立上げ、職員が自ら指導・点検を行
う体制を構築した。
　・文書管理推進委員　13名
　・委員会の開催　６回

【事業内容】
○文書管理委員会を通してファイリングシステムの維
持管理を徹底。
○定期的（月１回）な維持管理状況の点検の実施を依
頼。

【実績等】
○H30年6月27日 文書管理委員会開催

【事業内容】
○文書管理委員会を通してファイリングシステムの維
持管理を徹底。
○定期的（月１回）な維持管理状況の点検の実施を依
頼。
○庁舎内書庫の文書配置を見直すとともにファイル基
準表の整合を図り、文書検索の効率化に努めた。

【実績等】
○各部署において適正な文書管理が行われた。
○庁舎内書庫の文書配置の見直し、庁舎一斉文書廃棄
作業及び書庫整理の実施により文書検索の効率化が図
られた。

　今後もファイリングシステムの維持管理を徹底する
とともに、行政文書目録（町で作成・取得した行政文
書のうち、手続きが完了した文書情報の一覧）を作成
し、町民との町政情報のさらなる共有化が必要であ
る。

　今後もファイリングシステムの維持管理を徹底する
とともに、行政文書目録（町で作成・取得した行政文
書のうち、手続きが完了した文書情報の一覧）を作成
し、町民との町政情報のさらなる共有化が必要であ
る。

　今後もファイリングシステムの維持管理を徹底する
とともに、行政文書目録（町で作成・取得した行政文
書のうち、手続きが完了した文書情報の一覧）を作成
し、町民との町政情報のさらなる共有化が必要であ
る。

ファイリングシステムの維
持管理の徹底
※ファイリングシステム～
文書を効率的に管理するた
めの仕組み

総務課 実施済

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

〔中項目〕　　①　行政サービスの質の向上

（推進項目）（11）文書管理事務の徹底

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

24

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　個々の部署の繁忙に応じて、
ファイリングの日を設定するよう
定期的に周知を行う。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　年度当初に各課に対して情報の更新と町政情報の発
信に関して周知を行ったほか、新着情報等を積極的に
発信するよう奨励した。
　ホームページアクセス件数　252,889件(H30.3.1現
在)

【事業内容】
○各課に対して、年度当初に情報の更新と積極的に町
政情報を発信するよう周知。
○H31年１月から、町公式SNS(Facebook、Twitter、
Instagram)を開始し、行政情報の発信に努めている。
○SNSの運用開始に当たり、情報発信やリスク・コンプ
ライアンスをテーマに職員研修を実施。

【実績（効果）】(H31年2月28日現在)
○ホームページアクセス件数
　238,418件
○町公式SNSフォロワー数
　Facebook：178人
　Twitter:156人
　Instagram:237人

【事業内容】
○各課に対して、年度当初に情報の更新と積極的に町
政情報を発信するよう周知。
○H31年１月から、町公式SNS(Facebook、Twitter、
Instagram)を開始し、行政情報の発信に努めている。

【実績（効果）】(R2年2月29日現在)
○ホームページアクセス件数
　248,418件
○町公式SNSフォロワー数
　Facebook：306人
　Twitter:352人
　Instagram:414人

　年度当初から、情報の更新が行われ担当課の意識向
上が見られた。引き続き情報発信の周知を行い新しい
情報を瞬時に発信するよう周知する必要がある。

　今後も適切な時期に滞ることなく行政情報を発信す
るよう周知する。

　今後も適切な時期に行政情報を発信するとともに、
細目な情報発信に努めるよう周知する。

　各種町政情報を各メディアに対して発信
　記者クラブ情報提供　５件
①幕別町内の高等学校に対する北海道教育委員会への
要望について
②全日本パークゴルフ大会交流会の会場変更について
③平昌オリンピックのパブリックビューイングについ
て
④髙木菜那・美帆選手　平昌オリンピック凱旋パレー
ドについて
⑤髙木美帆選手　帰勝後の記者会見について

【実施内容】
○記者クラブを活用して積極的に情報発信するよう職員
に周知するとともに、記者クラブへプレスリリースを
行った。
○メディアが注目する案件等について、庁内ネットワー
クや各種会議において職員間の情報共有を図った。

【実績（効果）】
○記者クラブへのプレスリリース項目
①髙木菜那・美帆選手　平昌オリンピック凱旋パレード
②はらっぱ36への用具寄贈
③札内川河川緑地使用開始
④慶応義塾体育会野球部合宿
⑤日本体育大学との連携協定
⑥町民と考えるオリンピアンの町ワークショップ

【実施内容】
○記者クラブを活用して積極的に情報発信するよう職
員に周知するとともに、記者クラブへプレスリリース
を行った。
○メディアが注目する案件等について、庁内ネット
ワークや各種会議において職員間の情報共有を図っ
た。

【実績（効果）】
○記者クラブへのプレスリリース項目
①慶応義塾体育会野球部合宿
②角田市への災害派遣職員激励
③忠類ナウマン象化石骨発見５０周年記念事業

　各担当で報道に対して発信している情報の把握と記
者クラブの利用を含めた周知が必要であるとともに、
記者クラブに提供した情報については、庁内ネット
ワークを通じた職員間の情報共有が必要である。

　メディアの積極的な活用は、行政情報の発信や町の
プロモーションに有効であることから、今後も記者ク
ラブの活用に努める必要がある。

　メディアの積極的な活用は、行政情報の発信や町の
プロモーションに有効であることから、今後も記者ク
ラブの活用に努める必要がある。

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

実施済政策推進課
ホームページによる積極的
な行政情報の提供

メディアの積極的な活用の
検討

政策推進課

細項目 担当課番号

（推進項目）（12）行政情報の積極的な開示（提供）

実施済

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

〔中項目〕　　①　行政サービスの質の向上

25

26

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　引き続き行政情報発信の周知を
行う。
　広報担当職員が研修に参加する
ほか、各課職員に対する研修につ
いても検討する。

実施済
　引き続きメディアの積極的な活
用について推進する。

17/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　札内コミュニティプラザ（平成29年度供用開始）
　①高窓により自然光を積極的に取り入れ昼間照明を
最小限に抑える
　②高断熱、断熱サッシ、高性能ガラスの採用により
外気の影響を受けにくい室内環境づくり
　
　防犯灯等のＬＥＤ化（平成29年度～31年度）
　①札内地区で1,535灯をＬＥＤ灯具に交換し、Ｃｏ２
排出量の削減を図った。

【事業内容】
○省エネルギー機器の導入効果や評価方法に関して調
査研究を行った。
○本町地区及び郊外地区で防犯灯等をＬＥＤ灯具に交
換した。

【実績（効果）】
○ＬＥＤ灯具交換数
　1,256灯

【事業内容】
○忠類地区及び郊外地のＬＥＤ灯具に交換した。

【実績（効果）】
○ＬＥＤ灯具交換数
　1,449灯

　公共施設に関しては省エネに繋がる室内環境づくり
に努めている。今後は、導入後の効果や評価方法につ
いて関係課も含めた協議が必要である。

　引き続き、公共施設に関しては省エネに繋がる室内
環境づくりに努めている。今後はＬＥＤ照明等による
省エネ推進や省エネカーの導入について関係課と協議
が必要である。

　忠類地域の防犯灯のLED化が完了し、電気料で前年同
月と比べ57%まで縮減。Co2排出量で年間416tの削減効
果となる。

実施済

番号 細項目

防災環境課
省エネルギー機器の導入促
進

担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

27

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

〔中項目〕　　①　行政サービスの質の向上

（推進項目）（13）環境対策の推進

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　省エネルギー機器の導入効果や
評価方法に関して調査研究する。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

【防災環境課】
　新庁舎等公共施設については消費エネルギーの軽減
に努めている。今後は導入効果や評価方法に関し調査
研究を行う必要がある。

【農林課】
　家畜ふん尿処理コストの軽減及びふん尿散布時の臭
気軽減を図るため、引き続きバイオガスプラント導入
に向けた促進に努める必要がある。

■防災環境課
　公共施設については太陽光及び地中熱利用による新
エネルギーの導入について努めている。今後も導入効
果等に関して調査研究を続ける必要がある。

■農林課
　事業化に向け更なる知識の習得と動機付けを図り、
引き続きバイオガスプラント導入に向けた促進に努め
る必要がある。

■防災環境課
　これまで公共施設では太陽光及び地中熱利用による
新エネルギーの導入について努めているが、今後も導
入効果等に関して継続して調査研究を続ける必要があ
る。

■農林課
　引き続き地産地消型エネルギーシステムの構築など
調査研究するとともに、国や電力会社等に対し、FIT認
定に係る要請活動を行うなど、再生可能エネルギー事
業の促進に努める必要がある。

新エネルギー活用の検討

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

防災環境課

農林課

【防災環境課】
　平成29年度に供用開始した札内コミュニティプラザ
でもＬＥＤ照明や地中熱利用設備を導入し消費エネル
ギーの軽減に努めている。

【農林課】
　平成28年度実施した「家畜ふん尿バイオマス利用可
能性調査」をもとに、バイオガスプラントの理解を深
め、町内での導入を促進するためセミナー及び個別説
明会の開催。
①Ｈ29.8.7：幕別（役場）18名
②Ｈ29.8.7：札内（札内コミプラ）18名
③Ｈ29.8.8：忠類（ＪＡ忠類）20名
　農協主催の勉強会において「家畜ふん尿バイオマス
利用可能性調査報告書」をもとに概要を各農協組合員
に説明し、事業化に向けた知識の習得と動機付けを
図った。
　バイオガスプラント導入事例の現地視察やFIT制度ス
ケジュールを把握し、施設導入に向けた調査研究に努
めている。
Ｈ29は帯広市主催「十勝バイオマス産業都市構想推進
に係る現地視察」を実施。
Ｈ29.8.24：十勝新得バイオガス㈱（新得町）、㈲大木
牧場（士幌町）：参加者８名（町職員４名、JA職員３
名、生産者１名）

※ＦＩＴ制度＝固定価格買い取り制度

■防災環境課
【事業内容】
○新エネルギー機器の導入効果や評価方法に関して調
査研究を行った。

■農林課
【事業内容】
○忠類地域でFIT制度を活用したバイオガスプラント建
設に向けた相談があり、町が地域と一体となって取組
を行うため、JA忠類とともに協議を進めたが、北海道
電力から道東地区において新たな系統接続は受け付け
ることができない旨の説明を受け協議を一時中断。
○北海道バイオマスアドバイザー派遣事業を活用し、
「FITに頼らないバイオガスプラントの運営と家畜ふん
尿の適正処理」を開催。
○バイオガスプラントから発生する余剰熱を活用し、
温泉水加温利用を行っているバイオガスプラントと温
泉施設を視察(新得町)。
○バイオガスプラント導入調査を実施

【事業（効果）】
○北海道バイオマスアドバイザー派遣事業
　H30年10月17日-日（20名参加：忠類会場)
○バイオガスプラント導入調査
　JA忠類生産者７件（14戸）から導入希望の回答

検討中28

〔中項目〕　　①　行政サービスの質の向上

（推進項目）（13）環境対策の推進

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

検討中

■防災環境課
　地球温暖化防止に向けた低炭素
社会の構築に向け、十勝圏域内で
再生可能エネルギー利用促進に係
る情報を収集し調査研究する。

■農林課
　家畜ふん尿処理コストの軽減及
びふん尿散布時の臭気軽減を図る
ため、今後公表される北海道電力
からの「電源接続案件募集プロセ
ス」募集要綱に注視し、バイオガ
スプラント導入に向けた促進に努
める。

■防災環境課
　新エネルギー機器の効果やコストなど他市町村の事
例等の情報収集を行った。

■農林課
【事業内容】
○平成30年度に北海道電力から道東地区において新た
な系統接続は受け付けることができない旨の説明を受
け、協議を一時中断。
　令和元年10月に北海道電力から「電源接続案件募集
プロセス」による入札を実施する旨の事業者説明を受
け、忠類地区から実施参加を希望する相談あり。
　（募集要綱の公表が予定より遅れている）

【事業（効果）】
○実施参加を希望する相談
（忠類地区：１件）

19/40



 20/40

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　H30から忠類歯科診療所が指定管理者制度を導入する
予定のため、指定管理者制度の対応方針を見直し
(H29.6)。
　また、導入にあたり指定管理者を選定する指定管理
者選定委員会を開催(３回)。

【事業内容】
○H31年度から札内スポーツセンター及び農業者トレー
ニングセンターが指定管理者制度を導入するため、導
入に係る指定管理者選定委員会を開催した。
○既に指定管者制度を導入している道の駅忠類、アル
コ236、百年記念ホール、忠類歯科診療所について、共
通様式における評価を実施し、議会で資料を配布し
た。

【実績（効果）】
○指定管理者選定委員会　２回開催

【事業内容】
○Ｒ元年度末で百年記念ホールの指定管理期間が満了
することから、更新に係る指定管理者選定委員会を開
催した。

【実績（効果）】
○指定管理者選考委員会　２回開催

　指定管理者制度の評価方法について引き続き検討す
る必要がある。

　引き続き、指定管理者制度の活用拡大に向けた検討
が必要。

　引き続き、指定管理者制度の活用拡大に向けた検討
が必要。

　複数年契約(H25～H29の5年間）の大部分の事業がH29
年度に満了するため、更新に係る入札(実施58件)を実
施、契約を締結した。

【事業内容】
○どのような事案で包括的民間委託を行う効果が発生
するか、他自治体の事例も含めて研究するため職員研
修を実施した。

【実績（効果）】
○職員研修
H31年11月29日 北海道内におけるPPP/PFI事業の事例研
究
（講師：㈱北洋銀行）
○包括的民間委託を活用できる新たな業務等がなく、
現在契約中の各業務においても、メリット等の観点か
ら導入には至らなかった。

　引き続き、包括的民間委託によるメリットが生じる
業務があるか分析するとともに、他自治体の事例も含
めて調査検討を行う。

　左記の設計の際に包括的民間委託について検討はし
たが、各企業の能力、提出された指名願いの内容の違
い、包括時のメリット等を勘案した結果、包括的民間
委託を活用する新たな導入には至らなかった。

　包括的民間委託によるメリットが生じる業務がある
か、他自治体の事例も含めて引き続き調査検討が必
要。

　包括的民間委託によるメリットが生じる業務がある
か、他自治体の事例も含めて引き続き調査検討が必
要。

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

担当課細項目

包括的民間委託等の公民連
携の導入の検討

総務課 未実施

番号

〔中項目〕　　②　官民・広域連携の強化

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

29

30

（推進項目）（14）行政サービスのアウトソーシングの推進

指定管理者制度の活用拡大
の検討

実施済総務課

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　引き続き指定管理者制度の拡大
に向け、検討を行う。

未実施

　引き続き、包括的民間委託によ
るメリットが生じる業務があるか
分析するとともに、他自治体の事
例も含めて調査検討を行う。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　平成29年９月に十勝圏複合事務組合と十勝環境複合
事務組合との組織統合について平成30年４月統合で協
議が整った。
　ふるさと市町村圏東ブロック（池田町・豊頃町・浦
幌町・幕別町）：ヤフー本社(東京都)での特産品のプ
ロモーションを実施

【事業内容】
○ふるさと市町村圏東ブロック（池田町・豊頃町・浦
幌町・幕別町）と連携し、自治体間での連携事業を
行った。

【実績（効果）】
○人材育成事業視察研修（神奈川県、東京都）
　公共施設の再配置の取組、働き方改革

【事業内容】
○ふるさと市町村圏東ブロック（池田町・豊頃町・浦
幌町・幕別町）と連携し、自治体間での連携事業を
行った。

【実績（効果）】
○広域連携検討事業視察研修（東京都）
　台東区・墨田区との交流人口の拡大に向けた取組に
かかる視察

　観光分野など町単独よりも十勝で取り組む方が集客
効果が大きい場合もあるため、費用対効果も含めて周
辺自治体と連携した取組が可能か引き続き検討する必
要がある。

　広域連携によるスケールメリットを生かして、町単
独では難しい視察研修に取り組むことができた。

　複数の町で取り組むことによる事業効果の最大化を
目指し、今後の取組に資するため、視察研修を実施。

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

連携又は広域化すべき事務
事業の検討 政策推進課 実施済31

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

〔中項目〕　　②　官民・広域連携の強化

（推進項目）（15）広域行政の推進

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　ふるさと市町村圏東ブロックの
活用を検討する。
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

【商工観光課】
　主に海外からの観光客の受入れ実績があり、更には
町内宿泊施設への宿泊にも繋がってきている。継続し
て旅行会社に観光素材をＰＲする。

【地域振興課】
　旅行商品として成立させるためには、旅行事業者の
求める要件のクリアはともかく、旅行者に対するイン
パクトが必要であり、これに重点を置いた取組が必要
である。

■商工観光課
　ここ数年は災害等の理由により観光客数は減少。一
方で、地域住民や地域素材を観光に活用することで、
他地域と差別化した商品をつくり集客に繋げることが
可能となり、旅行会社等にも認知されつつある。

■地域振興課
　受入課題については、人数や来訪元（国内、国外）
に合わせて適宜対応を図っている。
　パンフレットについては、南十勝広域の事業で5,000
部作成し、イベント等を通じて配布している。

■商工観光課
　事業者間の連携が徐々に構築されつつある。パーク
ゴルフ体験が、旅行商品になりつつあり、旅行会社の
ツアーに組まれた。

■地域振興課
　忠類地域の日常の風景やイベント、特産品などを、
インスタグラム及びツイッターそれぞれの特性を活か
し、有効な情報発信を行うことができた。

32
官民連携による観光宣伝の
促進

商工観光課

地域振興課
実施済

【商工観光課】
　平成28年度に引き続き、幕別町観光物産協と連携
し、地域の観光素材を旅行商品として旅行会社に売り
込むことにより次の受入れを実施した。
・Ｈ29.8　ととろーど及び鮭捕獲場
　マレーシア人　18人
・Ｈ29.9　ととろーど及び鮭捕獲場
　マレーシア人　28人
・Ｈ29.12　明野ケ丘スキー場
　マレーシア人　85人
・Ｈ30.1　明野ケ丘スキー場
　中国人　20人
・Ｈ30.2　明野ケ丘スキー場
　台湾人　95人

【地域振興課】
　南十勝地域の新たな観光ルート創造のため、広域連
携により、旅行事業者を対象としたモニターツアーを
実施した。
　参加者アンケートから、新たな旅行先としての発見
があったことや旅行商品化にあたっての課題が示され
た。

■商工観光課
【事業内容】
○幕別町観光物産協会や民間事業者等と連携し、地域
素材を活用した旅行商品として旅行会社に売り込むこ
とにより、国内外から観光客等を受入れた。

■地域振興課
【事業内容】
○各事業所での受入課題解決のためのツールや旅行会
社への発信のためのパンフレット等の作成を行った。

【実績（効果）】
○主な観光客等の受入実績
・H30年6月　町内パークゴルフ場
　札幌小学生(修学旅行)　90名
・H30年7月～9月　町内パークゴルフ場
　観光ツアー参加者　299名
・H30年10月　ととろーど及びパークゴルフ場
　マレーシア人　10名
・H30年10月　ととろーど
　観光ツアー参加者　3名
・H30年10月　町内パークゴルフ場
　中国人　21名
・H30年2月　明野ケ丘スキー場
　観光ツアー参加者　447名

番号

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

（推進項目）（16）効果的な観光宣伝等の実施

〔中項目〕　　②　官民・広域連携の強化

担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

細項目

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

■商工観光課
　幕別町観光物産協会の「観光部
会」を中心に、「旅行商品の構
築・観光客誘致・観光客の受入」
の推進及び外国語対応観光パンフ
レットを制作し外国人観光客への
誘客促進を図る。

【予定】
○主な観光客等の受入予定
・町内パークゴルフ場
　札幌小学生(修学旅行)
・GW
　道外からの3泊4日道内周遊ツ
アー　収穫体験+焼肉+パークゴル
フ体験
〇外国語対応観光パンフレットの
制作

■地域振興課
　地域おこし協力隊員を新たに任
用し、ＳＮＳ等を通じて、忠類地
域の魅力を効果的かつ継続的に発
信する。

■商工観光課
【事業内容】
　プラス８プロジェクトは平成30年度で終了。幕別町
観光物産協会に「観光部会」を設け、プラス８の取組
を拡充した「旅行商品の構築・観光客誘致・観光客の
受入」等、観光振興に係る取組を地域住民も交えなが
ら作り上げていく。
【実績（効果）】
○主な観光客等の受入実績
・R元年6月　町内パークゴルフ場
　札幌小学生(修学旅行)89名　PGガイド16名
・R元年7月～9月　町内パークゴルフ場
　観光ツアー参加者　299名　PGガイド延べ25名
・R2年2月　明野ケ丘スキー場
　中国人観光ツアー　中止
〇旅行商品の構築
　町内ホテルと農業法人の連携による宿泊者のとうも
ろこし収穫体験メニュー　１件２名

■地域振興課
【事業内容】
　地域おこし協力隊の導入により、ＳＮＳ等を通じ
て、忠類地域の魅力発信を重点的かつ効果的に発信す
る。
【実績（効果）】
・インスタグラム　投稿数　165件
・ツイッター　　　投稿数　113件
・地域おこし協力隊の活動期間
　令和元年５月８日～令和２年１月31日（自己都合に
より中途で退任）



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　マイナンバーの情報漏えいを防ぐため、不正侵入や
漏えい防止を目的に必要最低限の担当職員に対してア
クセス権限の設定を行った。

【事業内容】
○情報保護担当職員を対象としてeラーニングを活用し
たセキュリティ研修を受講した。

【実績（効果）】
○セキュリティ研修の有効性を確認することができ
た。

【事業内容】
○情報保護担当職員及び各課のパソコン管理者を対象
としてeラーニングを活用したセキュリティ研修を受講
した。
○情報保護のため情報セキュリティポリシーの策定に
向けた情報収集を行った。

【実績（効果）】
○セキュリティ研修の有効性を確認することができ
た。

　情報セキュリティポリシーは未策定であるが、「幕
別町電子計算組織管理運営規則」を運用し、ネット
ワークを３分離（個人番号利用事務系、ＬＧＷＡＮ
系、インターネット接続系）したセキュリティ強化と
情報保護対策を講じた。

　情報セキュリティポリシーは未策定であるが、「幕
別町電子計算組織管理運営規則」を運用した情報保護
対策を講じているとともに、研修による職員のセキュ
リティ意識の高揚を図ることができた。

○セキュリティ研修の有効性を確認できたため、未受
講の職員を中心に引き続き研修の受講を働きかける。
○情報保護対策については、継続することとし、情報
セキュリティポリシーの策定に取組む必要がある。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　総合行政情報システムの更新に向け、システムのソ
フトとハード（機器）の更新が必要なシステムを整理
した。

【事業内容】
○総合行政情報システムの更新が必要なシステムのう
ち、クラウド化と自庁式との比較検討及び調査研究を
行った。

【実績（効果）】
○クラウド化に必要なシステム更新（ハード・ソフ
ト）では経費の軽減が期待できないことが判明。

【事業内容】
総合行政情報システムの更新は、自庁式で継続使用す
ることで更新費用の節減が図れることから、システム
の更新（ハード）のみを実施した。

【実績（効果）】
システム移行・導入費,データ移行費の抑制により、経
費の負担軽減が図られた。
【Ｈ23】169,050千円（ソフト・ハード更新）
【Ｒ１】 89,870千円（ハード更新）

　総合行政情報システムで継続使用が可能なシステム
は、自庁式により継続使用することで更新費用の節減
を図ることとする。

　引き続き、クラウド化について検討が必要。
次回のシステム更新に向けて、クラウド化を行うかに
ついて調査研究を行う。

34

総合行政情報システムのク
ラウド化の検討
※クラウド化～ネットワー
クを通じて、情報などを
データセンターに管理する
こと

総務課 検討中

担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

番号 細項目

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

33
情報セキュリティポリシー
（情報安全基本方針）の策
定

総務課 実施済

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

〔中項目〕　　③　行政情報の適切な運用管理

（推進項目）（17）個人情報保護及びセキュリティ対策の強化

番号 細項目

担当課

【大項目】　　２　効率的で効果的な事務事業の推進

〔中項目〕　　③　行政情報の適切な運用管理

（推進項目）（18）自治体クラウドの検討

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　引き続き、eラーニングを活用
したセキュリティ研修による情報
セキュリティ意識の維持・強化を
図り、マイナンバーをはじめとす
る情報保護のため情報セキュリ
ティポリシーの策定を行い、情報
保護対策の維持・強化に努める。

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

検討中
　引き続きクラウド化についての
調査研究を行う
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　札内支所機能拡充のため、保健課保健係３人を配置
するとともに、税務課収納係、住民生活課国保医療
係、保健課高齢者支援係の３部署からは交代で勤務す
ることとした。

【事業内容】
○組織・機構の見直し検討を行った。

【実績（効果）】
○H30年度は新たな組織・機構の再編は行う必要はない
と判断した。

【事業内容】
○組織・機構の見直し検討を行った。

【実績（効果）】
○令和元年度は新たな組織・機構の再編は行う必要は
ないと判断した。

　札内支所の機能拡充に係る検証作業を行う必要があ
る。

　引き続き、多様化・複雑化する行政サービスや行政
課題等に柔軟かつ迅速に対応するために組織機構の見
直しを行う必要がある。

　引き続き、多様化・複雑化する行政サービスや行政
課題等に柔軟かつ迅速に対応するために組織機構の見
直しを行う必要がある。

　職員の勤務地と居住地について実態把握を行った。
　本町勤務　166人(67.5%)
　札内勤務 　13人( 5.3%)
　忠類勤務　 26人(10.5%)
　その他勤務 41人(16.7%)

　本町居住 　40人(16.3%)
　札内居住　153人(62.2%)
　忠類居住　 27人(11.0%)
　その他居住 26人(10.5%)

【事業内容】
○H30.9に発生した北海道胆振東部地震の経験を踏ま
え、非常時の行政機能を確保するため、全ての施設を
対象に非常用電源の整備状況や必要性に関する調査を
行った。
○事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に向けて、他自治体
の計画や策定までの進め方等について調査を行った。

【実績（効果）】
○非常用電源が未整備となっている施設や老朽化して
いる電源等を把握するとともに、今後の災害等に備
え、新たに非常用電源の配備が必要となる施設に関す
る検討を庁内全体で協議することができた。
○先進的に事業継続計画を策定した自治体へのヒアリ
ングを基に、町の事業継続計画に盛り込むべき事項等
を確認することができた。

　
　農業者トレーニングセンターなど主要な避難所とし
て使用される公共施設に非常用電源又は発電機を整備
した。
　業務継続計画の策定に向けて取り組んでいる。

　居住地、勤務先等を想定した非常時における対応に
ついて全庁的な調整が必要である。

　非常時の業務継続計画策定に向けて、具体的な方
法、手順を詳細に検討していく必要がある。

　主要な避難所に非常用電源を配置した。
　年度内に業務継続計画が策定される予定であるが、
策定中。

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　①　時代に対応した機動的な組織・機構の構築

35

36

時代に即応した組織・機構
の見直し

総務課 実施済

非常時の行政機能確保手法
の検討 総務課 検討中

細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

番号

（推進項目）（19）町民から分かりやすく、機動性の高い組織・機構の構築

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　引き続き、多様化・複雑化する
行政サービスや行政課題等に柔軟
かつ迅速に対応するために組織機
構の見直しを適宜行っていく。

検討中
　業務継続計画について、職員研
修等を実施し、周知を図る。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　庁議15回実施、課長連絡会議３回実施、部長会議２
回実施

【事業内容】
○平成30年度から課長連絡会議の開催回数を拡大。
○庁内で行政課題を共有・議論する仕組みを確立し、
部長会議及び庁議で議論を行った。

【実績(効果）】
○庁議：17回
○部長会議：11回
○課長連絡会議：５回

【事業内容】
○課長連絡会議の開催回数拡大を継続。
○庁内で行政課題を共有・議論する仕組みを確立し、
部長会議及び庁議で議論を行った。

【実績(効果）】
○庁議：16回
○部長会議：８回
○課長連絡会議：５回

　政策推進にあたり迅速な意思決定や連携のほか情報
共有を行う意味でも組織や職員間の連携と情報共有は
必要である。

　町の行政課題の共有・議論を図ることができた。 　町の行政課題の共有・議論を図ることができた。

　必要に応じて課内会議の開催や各種イベント等の際
の内部会議の開催など連携を図っている。

【事業内容】
○課内会議の開催や各種イベント等の際の内部会議の
開催などを通じて連携を図った。

【事業内容】
○課内会議の開催や各種イベント等の際の内部会議の
開催などを通じて連携を図った。

　各課に対して、課内会議の積極的な開催を促す事が
必要である。

　人事異動の際に直近の業務や懸案事項への対応状況
など引継もあることから、各課に対して課内会議の積
極的な開催を促す事が必要。

　人事異動の際に直近の業務や懸案事項への対応状況
など引継もあることから、各課に対して課内会議の積
極的な開催を促す事が必要。

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　①　時代に対応した機動的な組織・機構の構築

（推進項目）（20）政策推進体制の充実・強化

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

意思決定の迅速化と各部間
の連携の強化

政策推進課 実施済

内部会議の機能強化と活性
化の推進

政策推進課 実施済

37

38

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　課長連絡会議、部長会議、庁議
を適宜開催するとともに、行政課
題の共有・議論について深度を深
める。

実施済
　課内会議の開催や各種イベント
等の際の内部会議などの開催

25/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　退職人員の適正な補充(H29.4.1現在)
　　正職員　　246人
　　（うち再任用　８人）
　　臨時職員　308人

【事業内容】
〇退職人員の適正な補充を図った。

【実績（効果）】
〇正職員　245人（うち再任用　12人）
〇臨時職員　350人（予算）

　【事業内容】
〇退職人員の適正な補充を図った。

【実績（効果）】
〇正職員　242人（うち再任用　８人）
〇臨時職員　313人（予算）

　国において、公務員の定年を65歳に延長するよう検
討を進めており、その進捗が今後の定員計画に大きな
影響があることから、その検討経過を注視していく。

　国における公務員の定年延長及び平成32年度から実
施される会計年度任用職員制度を勘案した総合的な定
員管理の検討が必要。

　会計年度任用職員制度の実施に伴う関係例規等の整
備、職員募集等は完了したが、国における公務員の定
年延長の制度が不透明であることから、引き続き国の
動向を注視しつつ、定員管理計画作成に向けた検討を
行っていく必要がある。

　広報11月号・町ホームページに「定員・給与等の人
事行政状況」を公表

【事業内容】
○広報紙等に定員・給与等の人事行政状況を公表し
た。

【実績（効果）】
〇「定員・給与等の人事行政状況」の公表状況
　11月号広報紙
　町ホームページ

【事業内容】
○広報紙等に定員・給与等の人事行政状況を公表し
た。

【実績（効果）】
〇「定員・給与等の人事行政状況」の公表状況
　・11月号広報紙
　・町ホームページ

　町民がより分かりやすい公表に努めることが必要。 　町民がより分かりやすい公表に努めることが必要。 　町民がより分かりやすい公表に努めることが必要。

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

実施済

将来を見据えた新たな定員
管理計画の策定

総務課 未実施

定員・給与等の人事行政状
況の分かりやすい公表

総務課

（推進項目）（21）適正な職員配置に基づく定員管理

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　②　職員定数と給与の管理

39

40

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

未実施
　引き続き、退職人員の適正な補
充を行う。

実施済
　広報紙及び町ホームページに
「定員・給与等の人事行政状況」
を公表予定



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　平成29年度は新規に６人の定年退職職員を再任用
し、うち１名について、管理職として札内支所住民相
談室に配置した。

【事業内容】
○定年退職者の知識・技術を有効に活用できるよう、
「幕別町職員の再任用に関する取扱要綱」に基づき選
考等を実施した。

【実績（効果）】
○新規に６人の定年退職職員を再任用

【事業内容】
○定年退職者の知識・技術を有効に活用できるよう、
「幕別町職員の再任用に関する取扱要綱」に基づき選
考等を実施した。

【実績（効果）】
○新規に２人の定年退職職員を再任用

　適材適所に配置するとともに、幕別町職員の再任用
に関する取扱要綱に基づき再任用職員の選考等を実施
することが必要である。

　適材適所に配置するとともに、幕別町職員の再任用
に関する取扱要綱に基づき再任用職員の選考等を実施
することが必要である。

　適材適所に配置するとともに、幕別町職員の再任用
に関する取扱要綱に基づき再任用職員の選考等を実施
することが必要である。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　一般事務補助の配置は、各課からの要望に基づき
行っている。(総務課対応分)
H29年度：13人＋消防２人＋短期13人(税務課・福祉
課・土木課等）＋選挙13人＝41人任用

【事業内容】
〇病気休暇や育児休業等で正職員が欠員となった各課
からの要望に基づき、一般事務補助の配置を行った。

【実績（効果）】
〇23人任用
　14人＋消防２人＋短期７人(税務課・福祉課・土木課
等）

【事業内容】
　選挙に関する事務、育児休業等で正職員が欠員と
なった各課からの要望に基づき、一般事務補助の配置
を行った。

【実績（効果）】
○選挙事務（統一地方選挙、参議院選挙）
　11人
〇育児休業
　２人
○通常業務、短期業務
　23人

　病気休暇、育児休業等正職員が欠けた部署に配置す
るとともに、業務が増加する時期や部署に適性に配置
することが必要である。

　病気休暇、育児休業等正職員が欠けた部署に配置す
るとともに、業務が増加する時期や部署に適性に配置
することが必要である。

　病気休暇、育児休業等正職員が欠けた部署に配置す
るとともに、業務が増加する時期や部署に適性に配置
することが必要である。

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　②　職員定数と給与の管理

（推進項目）（22）再任用職員の効果的な活用

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

実施済

総務課
期限付き職員の業務に応じ
た適正配置

実施済

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　②　職員定数と給与の管理

（推進項目）（23）期限付き職員の適正配置等

42

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

41
定年退職者の知識・技術の
有効的な活用

総務課

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　定年退職者の知識・技術を有効
に活用できるよう、要綱に基づく
選考等を実施する。

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　令和２年４月からは従来の一般
事務補助は、会計年度任用職員の
事務補助員（一般）という職名に
移行する。働き方改革への取組な
ど、時代に応じた適正な労働環境
を確保するためにも、一時的な業
務の増大や人員の不足に対応する
ため、期限付き職員を適正に配置
することとする。

27/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

未実施

【事業内容】
〇現在の期限付き職員は、新制度の会計年度任用職員
へ移行することに伴い、業務に応じた賃金・報酬や休
暇制度を設定する必要があるが、適正な所管事務の設
定を行うためには、職員の制度に対する理解が不可欠
であることから、新制度についての周知と制度の理解
を目的とした研修を実施した。

【実績（効果）】
〇第１回会計年度任用職員制度職員研修
（制度の基本的事項の説明）
　H30年8月23日　参加者数：77人（全職員対象）
○第２回会計年度任用職員制度職員研修
(現在の臨時職員や非常勤特別職の会計年度任用職員へ
の振り分け、任用、勤務条件等の説明)
　H30年11月9日　参加者数：64人（係長以上職員対
象）

【事業内容】
　令和２年４月から、現在の期限付き職員は新制度の
会計年度任用職員へ移行することに伴い、業務に応じ
た賃金・報酬や休暇など、会計年度任用職員の制度の
構築を行った。

【実績（効果）】
　令和元年第４回町議会定例会にて関連する条例を提
案。議決後、会計年度任用職員の募集を行った。

　現在の期限付き職員制度が大きく変更になることか
ら、実態調査を行うとともに他町村の動向等も勘案し
ながら、所管事務や待遇等について検討することが必
要である。

　会計年度任用職員に移行する職員の業務内容、必要
数について精査を進め、例規整備を行う必要がある。

　令和２年度４月からの会計年度任用職員制度移行す
るための環境を構築することができた。

　保育士免許を有する忠類保育所の職員は準職員とし
て任用(H29.4.1現在)
　　準職員　　　4人
　　嘱託職員　 35人
　　臨時職員　269人

【事業内容】
○会計年度任用職員制度では、職務・職責に応じた雇
用条件となるような制度設計を求められていることか
ら、他市町村の動向を勘案しつつ、制度の趣旨に合っ
た制度設計を行うため、現状の把握と、新制度移行後
の振り分けを行うための調査を行った。

【実績（効果）】
〇各課における臨時職員の業務内容、必要数を把握す
ることができた。

【事業内容】
　業種によっては募集を行っても人が集まらないなど
近年持ち上がっている労働力不足に対応するため、近
隣町と意見交換会を実施の上、学歴・職務・職責に応
じた給与条件となるよう制度を設計した。

【実績（効果）】
　令和元年第４回町議会定例会にて関連する条例を提
案。議決後、会計年度任用職員の募集を行った。

　管内状況の把握を行うとともに、著しく賃金が異な
る職については、翌年度の予算に反映させた。

　会計年度任用職員に移行する職員の業務内容、必要
数について精査を進め、例規整備を行う必要がある。

　令和２年度４月からの会計年度任用職員制度移行す
るための環境を構築することができた。

期限付き職員の所管事務の
標準化

総務課 検討中

職務・職責に応じた雇用条
件の確保

総務課 実施済

43

44

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　②　職員定数と給与の管理

（推進項目）（23）期限付き職員の適正配置等

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　制度の構築に当たり、勤務時
間、業務、非常勤一般職職員の必
要数等の洗い出しを実施してい
る。今後、業務を適正に遂行する
ための研鑽を重ねることが必要で
ある。

実施済
　今後は、制度の適正な運用を進
めることとする。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　人事院勧告に基づいた給与条例の改正を実施
　国準拠により、平均0.2％の給料月額の引上げ

【事業内容】
〇人事院勧告に基づいた給与条例の改正を行った。

【実績（効果）】
〇国準拠により平均0.2％の給料月額の引上げ

【事業内容】
〇人事院勧告に基づいた給与条例の改正を行った。

【実績（効果）】
〇国準拠により平均0.1％の給料月額の引上げ

　国に準拠した給与制度の適正化に努める 　国に準拠した給与制度の適正化に努める 　国に準拠した給与制度の適正化に努める

　定時退庁日の徹底、22時以降の時間外勤務の届出制
としたため、全体として縮減されている。
H29実績　年190時間/人
H28実績　年239時間/人
H27実績　年239時間/人

【事業内容】
○定時退庁日の設定や22時以降の時間外勤務の届出制
の周知徹底を行った。
○特殊要素による時間外勤務を分析した結果、次の業
務等対応により時間外勤務が増加した。
・平昌オリンピックパブリックビューイング対応
・髙木菜那選手・髙木美帆選手凱旋パレード・町民報
告会対応
・北海道胆振東部地震対応

【実績（効果）】
○各年度の一人当たりの年間時間外実績
　H30実績　年205時間/人(上半期実績)
　H29実績　年190時間/人
　H28実績　年239時間/人
　H27実績　年239時間/人

【事業内容】
○定時退庁日の設定や22時以降の時間外勤務の届出制
の周知徹底を継続して行っている。
○令和元年度の時間外特殊要因は次のとおり。
・統一地方選挙
・参議院議員選挙
・プレミアム商品券対応事務
・会計年度任用職員制度事務

【実績（効果）】
○各年度の一人当たりの年間時間外実績
　R元実績　年208時間/人
　H30実績　年178時間/人
　H29実績　年190時間/人
　H28実績　年239時間/人
　H27実績　年239時間/人

　特殊要素（衆議院議員選挙、台風災害等）を除いた
時間外勤務（業務量）の実態把握が必要。
　引き続き、定時退庁日の徹底や22時以降の時間外勤
務の届出制の実施が必要。

　引き続き、定時退庁日の設定や22時以降の時間外勤
務の届出制を徹底し、時間外勤務の縮減を図る必要が
ある。

　引き続き、定時退庁日の設定や22時以降の時間外勤
務の届出制を徹底し、時間外勤務の縮減を図る必要が
ある。

国準拠による適正な給与制
度の運用 総務課 実施済

時間外勤務手当縮減の推進
【目標数値～１人当たりの
年間時間外勤務時間　180
時間（現状200時間）】

総務課 実施済

担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　②　職員定数と給与の管理

（推進項目）（24）職員給与の適正な管理

番号 細項目

45

46

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　人事院勧告に基づく給与条例の
改正

実施済

　職員の健康管理、精神衛生上の
面から時間外勤務の縮減に向け、
定時退庁日の徹底や深夜勤務の届
出制等の取組を行う。

29/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

職場研修　412人（ファイリング研修239人、防災訓練
20人、コミュニケーション研修34人外）
特別研修　145人（研修センター14人、定住自立広域研
修68人外）
自主研修　７人（スポーツを活用したまちづくり３人
外）

【事業内容】
〇職員力を高める人事施策を推進するため、様々な職
場内研修を開催した。

【実績（効果）】
〇職場研修　618人
・SNSリスク・コンプライアンス研修159人
・認知症サポーター研修76人
・ハラスメント防止研修63人
〇特別研修　157人
・研修センター13人
・定住自立広域研修85人
〇自主研修　７人

【事業内容】
　職員力を高める人事施策を推進するため、様々な職
場内研修を開催した。

【実績（効果）】
〇職場内研修　572人
・働き方改革研修
・政策形成研修
・人事評価（目標設定）研修　他
〇特別研修　102人
・研修センター
・定住自立広域研修
・市町村国際アカデミー

　若年層の職員に向け、コミュニケーションや分かり
やすい説明ができる能力が必要である。
　全職員に向けた政策形成能力が必要である。

　概ね計画通りに研修を行うことができた。
　今後は今年度行うことができなかったスクラップア
ンドビルドの手法や働き方改革についての研修の実施
を検討。

　概ね計画通りに研修を行うことができた。
　研修については、継続的に実施していく必要がある
ことから、社会的な課題や法改正等に対応した研修の
実施や職員の参加を行っていく。

未実施

【事業内容】
○本庁、札内支所等に設置している「私の意見をおく
ります」や、窓口対応に関する苦情が寄せられた際
は、関係各課に対し指導を実施すると共に、研修等を
通じて啓発を実施した。

【事業（効果）】
○平成30年度に寄せられた窓口対応（接遇）に対する
意見が１件あったことから、関係部署と再発防止につ
いて協議を実施。
○ハラスメント研修を通じて、多様化する来客者への
接遇対応について学んだ。（パワハラ、セクハラ、Ｌ
ＧＢＴ等）

【事業内容】
○窓口対応に関する苦情が寄せられた際は、関係各課
に対し指導を実施。
○不適切事例が発生した際は、内部ネットワークを使
い注意喚起し、情報共有を行った。

　先進地における実施内容と不適切事例の共有方法に
ついて検討することが必要である。

　指摘のあった部署との協議だけでなく、全体的な情
報共有方法について検討することが必要。

　不適切事例については、その都度全体に向け注意喚
起を実施し、必要に応じて個別に対処を行った。

担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

（推進項目）（25）職員力を高める人事管理の推進（組織全体での教育環境の強化）

実施済総務課

番号

研修内容の充実

窓口アンケートの実施や応
対不適切事例の共有による
能力向上

総務課 未実施

細項目

48

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　③　職員の能力・意欲の向上と人材育成

47

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　新たな職員研修として、改正民
法研修及び人事評価研修を実施予
定。

未実施
　今後も、コンプライアンスを念
頭に、適正な業務遂行を徹底す
る。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　新規採用職員について、毎年度、十勝定住自立圏で
実施している接遇研修に参加(５人出席)。また、東部
４町の職員を対象に「住民から求められている私たち
の接遇」を実施(24人参加)

【事業内容】
〇新規採用職員を対象に、十勝定住自立圏で実施して
いる接遇研修に参加させ、接遇意識の向上を図った。
〇全職員を対象として、「認知症サポーター研修」を
開催し、認知症に対する正しい知識と理解を持ち、窓
口などで認知症の人やその家族に対して手助けする手
法等を学んだ。

【実績（効果）】
○接遇研修　７人
○認知症サポーター研修　76人

【事業内容】
　新規採用職員を対象に、十勝定住自立圏で実施して
いる接遇研修に参加させ、接遇意識の向上を図った。

【実績（効果）】
○接遇研修　10人

　接遇意識の定着に向け、研修後も読み返すことので
きるテキストを配付が必要。

　接遇意識の定着に向け、研修後も読み返すことので
きるテキストの配付が必要。

　接遇研修参加者は研修参加報告書を作成し、研修時
に配られたテキストと研修内容を随時振り返ることが
できるようにした。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　５月職員提案周知　１件
　(町外職員のふるさと納税の奨励)

【事業内容】
〇各職員に対して職員提案制度の周知を３回（５月、
10月、２月）実施し、事務事業の改善及び町政に関す
る積極的な提案を求めた。

【実績（効果）】
○提案件数が２件（いずれも採択）あり、提案内容は
実現化された。
①SNSを活用した町に係る情報の積極的な提供
②自己啓発等休業制度の創設

【事業内容】
　各職員に対して職員提案制度の周知し、事務事業の
改善及び町政に関する積極的な提案を求めた。

【実績（効果）】
○提案件数：１件（不採択）

　本年度の募集階数１回であり、提案も１件と少ない
状況にある。募集回数や過去の採用された提案を周知
し提案件数を増やす必要がある。

　行政サービスの改善や新たな制度の創設といった提
案は多いが、事務事業の改善や能率向上、経費削減に
関する提案が少ない傾向。

　本年度の提案は不採択となったが、提案内容につい
ては、審査委員の共感を得たところである。

49

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　③　職員の能力・意欲の向上と人材育成

（推進項目）（25）職員力を高める人事管理の推進（組織全体での教育環境の強化）

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

接遇向上の取組と意識の定
着化

総務課 実施済

業務向上掲示板設置等によ
る職員のアイディア募集

政策推進課 実施済

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　③　職員の能力・意欲の向上と人材育成

（推進項目）（26）職員提案制度の活性化

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

50

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　新規採用職員を十勝定住自立圏
で実施する接遇研修に参加させる
など職員の接遇向上に努める。

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　今後も過去に採用された提案や
近隣市町村などの事例を示しなが
ら、小さな改善事項でも、よりよ
い事業改善やまちづくりに繋がる
提案に結び付くよう周知を図る。

31/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　国や他の自治体の取組みを紹介する情報サイト「ⅰ
ＪＡＭＰ」に登録し、関係部署に情報提供を行ってい
る。
　例規管理システムの委託事業者による、国の法令改
正に係る情報で町の例規に影響があるものについて、
速やかに担当課に情報を提供した。

【事業内容】
〇国や他の自治体の取組を紹介する情報サイト「ⅰＪ
ＡＭＰ」に登録し、関係部署に情報提供を行った。
〇自治法務セミナーや加除式の参考図書について、電
子版での閲覧ができるようにした。

【実績（効果）】
○他自治体の先進的な事例や執務中のトラブル等に対
する対応などを情報共有することで、より良い施策立
案やトラブルに対応することができた。

【事業内容】
〇国や他の自治体の取組を紹介する情報サイト「ⅰＪ
ＡＭＰ」に登録し、関係部署に情報提供を行った。
〇例規改正に関する情報や参考図書（電子版）の刊行
について、グループウェアを活用して周知を行った。

【実績（効果）】
○他自治体の先進的な事例や執務中のトラブル等に対
する対応などを情報共有することで、より良い施策立
案やトラブルに対応することができた。

　引き続き関係部署に対して適時情報提供を行う必要
がある。

　引き続き関係部署に対して適時情報提供を行う必要
がある。

　引き続き関係部署に対して適時情報提供を行う必要
がある。

　人事異動の自己申告等の機会を活用した派遣希望者
の把握。
　自己申告数 17人

【事業内容】
〇人事異動の自己申告等により派遣希望者を把握し
た。
〇自発的に職務を離れて大学等における修学や国際貢
献活動を行うことを希望する職員に対し、その身分を
保有したまま職務に従事せず、これらの活動を行うこ
とを認める制度を創設した。

【実績（効果）】
〇自己申告数 17人
○幕別町職員の自己啓発等休業に関する条例の創設

【事業内容】
　人事異動の自己申告等により派遣希望者を把握し
た。

【実績（効果）】
〇自己申告数 11人
○幕別町職員の自己啓発等休業に関する条例の規定に
より休業となった者　1人

　国や道、民間企業への職員派遣は、人事の中で判断
されているため、人事異動の自己申告等の機会を通じ
派遣希望者を事前に把握している。

　条例の制定により、職員が自ら識見を高める素地は
できたものと考える。

　国や道、民間企業への職員派遣は、人事の中で判断
されているため、人事異動の自己申告等の機会を通じ
派遣希望者を事前に把握している。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　人事評価制度の実施
　　５月　組織の業務目標設定
　　　　　個人目標の設定
　　　　　期首面談の実施
　　随時　進行状況の管理
　　１月　業務評価・能力評価・勤務態度評価に係る
自己評価
　　　　　期末面談の実施
　　３月　評価面談の実施

【事業内容】
〇人事評価制度の見直しを行うとともに、見直し後の
人事評価制度に関する研修会を実施した。

【実績（効果）】
○人事評価制度に関する説明会　全職員参加

○人事評価制度の実施
・組織の業務目標設定
・期中面談の実施
・上期、下期評価
・期末面談
・制度定着に向けた研修の実施

　制度定着に向けた継続的な研修の実施と先進地を参
考にした評価項目や内容の見直しの検証が必要であ
る。

　制度の見直しを踏まえ、制度定着に向けた継続的な
取り組みに関する検討を行うとともに、評価の偏りを
抑えるための研修会の実施を検討。

　制度定着に向けた継続的な周知及び目標設定の手法
を学ぶ研修会を実施。

総務課
組織全体での情報共有の推
進

実施済

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

〔中項目〕　　③　職員の能力・意欲の向上と人材育成

（推進項目）（27）組織の情報収集能力の向上

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

51

未実施52

【大項目】　　３　迅速で機動性の高い行政組織の確立

公募制の導入等による派遣
研修の充実

総務課

〔中項目〕　　③　職員の能力・意欲の向上と人材育成

（推進項目）（28）人事評価制度の充実

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

53
効果的な人事評価制度の導
入による組織力の向上

総務課 実施済

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　引き続きⅰＪＡＭＰ及びグルー
プウエアを活用した関係各課への
情報提供を実施する。

未実施
　引き続き、人事異動の自己申告
等の機会を通じ派遣希望者の把握
に努める。

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

○人事評価制度の実施
・組織の業務目標設定
・期中面談の実施
・上期、下期評価
・期末面談
・制度定着に向けた研修の実施



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　次のとおり繰上償還を実施予定

◎繰上償還額　120,190千円
(借入年度20年度、完済年度H35)
◎効果額　　　　6,417千円

【事業内容】
〇繰上償還を実施した。

【実績（効果）】
○繰上償還額　127,470千円
　(借入年度20年度、完済年度H35)
○効果額：5,823千円

【事業内容】
〇今年度は繰上償還の実績なし

　目標に対して繰上償還額は63.8％、効果額は61.2％
に達し、財政負担の軽減を図ることができている。

　H28年度～H30年度の３年間で繰上償還合計額は目標
数値を達成することができた。
　さらに、効果額についても90.9％に達し、財政負担
の軽減を図ることができている。

　H28年度～H30年度の３年間で繰上償還合計額は目標
数値を達成することができた。
　さらに、効果額についても90.9％に達し、財政負担
の軽減を図ることができている。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　総務省の「統一的な基準による公会計マニュアル」
に基づき、平成28年度決算に関する財務書類を作成
（H30.3）する。

【事業内容】
○H29年度決算に関する財務書類を作成した。

【実績（効果）】
○企業会計基準に準じていることから、資産の価値等
が容易に比較することで予算編成等に活用できるこ
と、また、町民に対して分かりやすい説明ができた。

【事業内容】
○H30年度決算に関する財務書類を作成した。

【実績（効果）】
○企業会計基準に準じていることから、資産の価値等
が容易に比較することで予算編成等に活用できるこ
と、また、町民に対して分かりやすい説明ができた。

　財政状況を把握し適切な財政運営を行うため、財務
書類の活用事例を調査研究することが必要。

　財政状況を把握するのみでなく、適切かつ効果的な
財政運営を行うため、財務書類の活用事例を引き続き
調査研究することが必要。

　財政状況を把握するのみでなく、適切かつ効果的な
財政運営を行うため、財務書類の活用事例を引き続き
調査研究することが必要。

　事務事業評価の導入に向けて導入市町の取組状況や
評価シートの検討を行った。

【事業内容】
○総務省主催の事務事業評価を含む「政策評価に関す
る研修」に参加。
○評価対象となる事務事業の洗い出しについて検討。

【事業（効果）】
○他自治体の評価方法や導入に伴う効果や対応に苦慮
した事項等を分析できた。

【事業内容】
○全国市町村国際文化研修所が主催する行政評価研修
に参加。
○事務事業評価の実施に向け、Ｒ２年度予算から事業
別予算を導入するため、事業別に予算要求を実施し、
Ｒ２予算書を事業別に作成した。

【実績（効果）】
○予算と連動した事務事業評価の実施に向け、事業別
予算の事業が事務事業評価の事業となるように整理。

　評価対象となる事務事業の洗い出しや、評価が目的
とならないよう事業を慎重に組み立てる必要がある。

　評価の基礎となる事務事業項目の設定や、評価の活
用を見据えた構築について事業を慎重に組み立てる必
要がある。

　適切な事務事業評価となるよう職員間で共有してい
くことや評価の活用を見据えた構築について事業を慎
重に組み立てる必要がある。

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

細項目 担当課

（推進項目）（29）公債費の繰上償還

必要に応じた公債費の繰上
償還の継続
【目標数値～５年間合計
繰上償還額348,364千円、
効果額19,606千円】

政策推進課 実施済

〔中項目〕　　①　安定した財政運営の確立

54

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

番号

実施済政策推進課公会計制度の整備導入

事務事業評価の導入 政策推進課 検討中

〔中項目〕　　①　安定した財政運営の確立

（推進項目）（30）効果的な予算の編成

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

55

56

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済 　継続して繰上償還を実施する。

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　Ｒ元年度決算に関する財務書類
を作成する。

検討中

○Ｒ２年度から事業別予算の導
入、事務事業評価のモデル評価を
実施。
○Ｒ３年度（Ｒ２年度決算）から
事務事業評価を本格的に実施。

33/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　１市３町で広域化について意見交換会を２回実施

【事業内容】
〇H30年９月に１市３町で意見交換会を開催する予定
だったが、北海道胆振東部地震の影響により延期と
なった。

【事業内容】
○１市３町で意見交換会を実施予定だったが、北海道
において「水道広域化推進プランの策定に向けた地区
別検討会議（十勝圏域）」が発足され、十勝圏域での
検討に参加した。
（1市3町意見交換会：未開催　地区別検討会議：１回
開催）

　引き続き１市３町で広域化についての可能性につい
て協議を行う

　引き続き１市３町で広域化についての可能性につい
て協議を行う。

引き続き広域化の可能性について協議を行う。

　全特別会計の使用料改定及び上水道、簡易水道、公
共下水道事業における経営戦略策定に向けた資料収集
及び整理並びに作成

【事業内容】
〇全特別会計の使用料改定及び上水道、簡易水道、公
共下水道事業における経営戦略策定に向けた資料収集
及び作成を行った。

【事業（効果）】
○投資計画・財政計画の策定や使用料料金の改定に必
要な将来需要の把握、財源構成の検討を行った。

【事業内容】
〇全特別会計の使用料改定に向けた収支計画を策定し
た他、上水道、簡易水道事業における経営戦略原案を
作成中。

【事業（効果）】
○投資計画・財政計画の策定や使用料の改定に必要な
将来需要の把握、財源構成の検討を行った。

　引き続き資料収集及び整理、並びに資料の作成を行
う。

　上水道、簡易水道事業における経営戦略の策定及び
料金改定に向けた検討が必要。

　上水道、簡易水道事業における経営戦略原案を作成
させる他、料金改定に向けた更なる資料の作成が必
要。

担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

各公営企業の広域化の検討 水道課 実施済

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

〔中項目〕　　①　安定した財政運営の確立

（推進項目）（31）公営企業の健全な経営の推進

番号 細項目

57

各公営企業の長期的な収支
計画の策定

58 水道課 実施済

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
地区別検討会議が2回開催される
予定

実施済
下水道事業における経営戦略の策
定及び料金改定に向けた検討



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

【政策推進課】
　広報紙広告料
　11企業　309,960円(3/15現在)

【総務課】
　H28に庁舎及び札内支所に広告付案内地図の設置。
　H29年度：合計103,860円の広告料収入（予定）。
　なお、契約期間は事業者が撤退するまで継続。

■政策推進課
【事業内容】
○新規広告掲載企業の募集に向け、ホームページのほ
か、新たに町公式SNSで発信した。

■総務課
【事業内容】
　案内地図を新たに設置した施設はないが、広告収入
の手法について他自治体の事例も含めて検討を行っ
た。

【実績（効果）】(H31年２月28日現在）
○広報紙広告料
　13企業(うち新規７企業)
　347,760円(実績見込み)

■政策推進課
【事業内容】
○新規広告掲載企業の募集に向け、ホームページ、公
式SNSで発信した。

■総務課
　施設の建替え等の計画の際には、案内地図の設置を
検討する。

【実績（効果）】(令和２年3月31日現在）
○広報紙広告料
　13企業(うち新規４企業)
　483,840円(実績見込み)

【政策推進課】
　平成28年度より実施し2年目となるが、掲載企業が固
定化され広告料も減収となっていることから、新たな
新規広告掲載企業を募る必要がある。

【総務課】
　H29に案内地図を新たに設置した施設はないが、引き
続き施設の建替え等の計画の際には、案内地図の設置
を検討する。

■政策推進課
　新規広告掲載企業のさらなる獲得に向けた取組が必
要。

■総務課
　施設の建替え等の計画の際には、案内地図の設置に
関する周知が必要。

■政策推進課
　新規広告掲載企業のさらなる獲得に向けた取組が必
要。

■総務課
　施設の建替え等の計画の際には、案内地図の設置に
関する周知が必要。

新たな広告収入を得るため
の手法の検討と実施
広告付町内案内板の設置、
広報紙への広告掲載【目標
数値～５年間合計　広告料
収入1,480千円】

担当課番号

政策推進課

総務課

（推進項目）（32）広告料収入の検討

実施済

細項目

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

〔中項目〕　　②　歳入確保の推進

59

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　継続して新規広告掲載企業の獲
得に向けた発信を行う。

35/40
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　未実施

【事業内容】
〇受益者負担の原則に基づき、使用料や手数料の設定
基準を整理・統一化している自治体を視察し、使用料
等の積算根拠の見直しや新たな料金体系導入後の状況
について調査・分析した。
〇庁内の使用料等の全体像を把握するため調査を行っ
たが、具体的な検討には至っていない。

【実績（効果）】
〇先進地視察
　神奈川県秦野市（公共施設の統廃合等）

【事業内容】
〇受益者負担の原則に基づき、使用料や手数料の設定
基準を整理・統一化している自治体を視察し、使用料
等の積算根拠の見直しや新たな料金体系導入後の状況
について調査・分析した。
〇見直しに向けて、庁内で議論を開始するための組織
を設立。

【実績（効果）】
〇先進地視察　　美幌町
○使用料等を見直す庁内組織を設立

　消費税10％の導入がH31.10の予定のため、新使用料
の導入が消費税改正後なるべく早くに実施できるよ
う、順次、使用料等検討部会、各団体との調整、使用
料等審議会、条例改正等の事務を進める。

　料金の算定方法が明確にされていないことから算定
方法の策定に向けた検討が必要。

　料金の算定方法を明確にし、根拠ある説明ができる
基準の策定に向けて、検討が必要。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　未実施

【事業内容】
〇受益者負担の原則に基づき、使用料や手数料の減免
基準を整理・統一化している自治体を視察し、減免基
準の設定方法など調査・分析した。
〇庁内の使用料等の全体像を把握するため調査を行っ
たが、具体的な検討には至っていない。

【実績（効果）】
〇先進地視察
　神奈川県秦野市（公共施設の統廃合等）

【事業内容】
〇受益者負担の原則に基づき、使用料や手数料の設定
基準を整理・統一化している自治体を視察し、減免基
準の設定方法など調査・分析した。
〇見直しに向けて、庁内で議論を開始するための組織
を設立。

【実績（効果）】
〇先進地視察　　美幌町
○使用料等を見直す庁内組織を設立

　使用料の見直しと減免基準の見直しは、受益者負担
の公平性から同一に扱うことが望ましいため、使用料
見直しの作業と併せ、各種事務を進める。

　施設間での減額・免除基準にバラつきが見られるこ
とから統一化に向けた検討が必要。

　施設間での減額・免除基準にバラつきが見られるこ
とから統一化に向けた基準の策定に向けて、検討が必
要。

61

番号 細項目

未実施

公共施設使用料における減
免基準の統一した考え方の
導入

政策推進課 未実施

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

〔中項目〕　　②　歳入確保の推進

（推進項目）（33）使用料・負担金等受益者負担の見直し

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

60

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

〔中項目〕　　②　歳入確保の推進

（推進項目）（34）公共施設使用料減免の見直し

担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

使用料・負担金等の積算根
拠の見直しと見直しサイク
ルの検討

政策推進課

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

検討中

　各種公共施設の維持管理など
サービス提供に要する費用や受益
者負担算定の考え方などを町民と
情報を共有し、適正な管理費用と
受益者負担の関係がどうあるべき
かを幅広く検討していく。

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

検討中

　減免基準の在り方などを町民と
情報を共有し、適正な管理費用と
受益者負担の関係がどうあるべき
かを幅広く検討していく。



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　収納一元化の推進により滞納処分の実施効果(H30年2
月末現在)
①常設保育料　現年度分1.52ポイント増、滞納繰分
1.24ポイント減、対前年度比収入額 600万円増。
②介護保険料　現年度分±0ポイント、滞納繰分48.45
ポイント減、対前年度比収入額 387万円減。

【事業内容】
○収納一元化の推進により滞納処分による徴収が図ら
れた。

【実績（効果）】(H31.1.31現在)
①常設保育料　現年度分1.18ポイント減、滞納繰分
0.24ポイント減、対前年度比収入額 344万円増
②介護保険料　現年度分　0.150ポイント減、滞納繰分
15.18ポイント増、対前年度比収入額 2,483万円増

　【事業内容】
○収納一元化の推進により滞納処分による徴収が図ら
れた。

【実績（効果）】(R2.3.31現在)
①常設保育料　現年度分2.98ポイント増、滞納繰分
5.85ポイント増、対前年度比収入額2,642万円減
（R1.10からの保育料無償化の影響による）
②介護保険料　現年度分0.03ポイント減、滞納繰分
6.69ポイント減、対前年度比収入額 953万円減

　引き続き収納率の向上に努めることが必要である。 　引き続き収納率の向上に努めることが必要である。 引き続き収納率の向上に努めることが必要である。

　札内支所の改築に合わせ毎日午後から収納係１名を
派遣。
　相談件数は、平成30年2月までの相談実績は234件／
220日＝1.11件/１日あたり。

【事業内容】
○札内支所の改築に合わせ毎日午後から収納係１名を
派遣した。

【実績（効果）】(H31.2.28現在）
○相談実績　103件／222日（0.60件/１日）

【事業内容】
○札内支所の改築に合わせ毎日午後から収納係１名を
派遣した。

【実績（効果）】(R2.3.31現在）
○相談実績　82件／240日（0.34件/１日）

　税務課での収納対策に影響が出ていることと、滞納
者の相談に費用が嵩むことに理解が得られない。

　札内支所に納税相談担当職員を常駐させることによ
り、税務課での収納対策に影響が出ていることと、滞
納者の相談に費用が嵩むことに理解が得られない。

　滞納者に対する早期の文書送付や滞納処分等によ
り、滞納者数は年々減少し、納税相談件数も減少して
いる。
　現在の滞納者は他課にも滞納がまたがる方が大半を
占め、札内支所で納税相談を受けることが難しく、本
庁での相談となることがほとんどである。
　また、過去３年間の相談実績からも鑑みて、今後の
札内支所への職員配置の在り方について検討が必要と
考える。

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

〔中項目〕　　②　歳入確保の推進

（推進項目）（35）町税等徴収金の向上対策

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

組織機構の見直しによる効
率的な徴収体制の確立

税務課 実施済62

実施済収納に係る相談体制の充実 税務課63

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　引き続き収納率の向上に努める
ことが必要。

実施済
　職員配置の検証結果を踏まえた
効率的な収納相談体制を検討す
る。
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

【学校教育課】
「教職員住宅戸数の適正化方針」を元に10戸の所管換
え、２戸の用途廃止を行った。平成29年度末の管理戸
数は72戸(57棟)

【総務課】
　職員住宅の管理戸数：６戸

■学校教育課
【事業内容】
「教職員住宅戸数の適正化方針」を元に１戸を町部局
に所管換えを行った。

【実績（効果）】
（平成30年度末の管理戸数）
　71戸(56棟)

■総務課
【事業内容】
旧忠類歯科診療所用職員住宅を建物付きで一般競争入
札を実施し、売却済み。

■学校教育課
【事業内容】
　「教職員住宅戸数の適正化方針」に基づき、明倫小
学校校長住宅リフォーム実施

【実績（効果）】
（令和元年度末の管理戸数）
　71戸(56棟)

■総務課
　職員住宅の管理戸数：６戸

【学校教育課】
　「教職員住宅戸数の適正化方針」を元に今後も所管
換え、用途廃止、改修を実施する。

【総務課】
　旧幕別町地域内の職員住宅は6棟あるが、最新のもの
でも築50年以上が経過しており、また数年入居実態も
ないため、公共施設等総合管理計画に沿い、随時必要
戸数を検討する必要がある。

　「教職員住宅戸数の適正化方針」を基に今後も所管
換え、用途廃止、改修を実施する。

■学校教育課
　「職員住宅戸数の適正化方針」を基に今後も所管換
え、用途廃止、改修を実施する。

■総務課
　平成26年度の退去を最後に入居実績はないが、引き
続き必要戸数を検討する。

　H29.4に最新の路線価で再評価し、価格を減額して分
譲しているが、H29で売却できた土地はなく、旧旭町教
員住宅4筆、旧旭町近隣センター1筆の5筆を分譲中であ
る。

【事業内容】
　分譲地の完売が目標であるが、販売状況を見なが
ら、売却が進まない状況が長引かないよう、予定売却
価格を含め、内容を精査するとともに、広報紙やホー
ムページなどで情報提供する。

【実績（効果）】
　売却実績なし

【事業内容】
　引き続き広報紙やホームページなどで情報提供を
行った。

【実績（効果）】
　売却実績なし

　左記のとおり5筆分譲中のため、それらの販売状況を
見ながら、分譲可能な土地が出た際には分譲時期等を
検討することが必要である。

　分譲地の販売状況を見ながら、分譲可能な土地が出
た際には分譲時期等を検討することが必要である。

　分譲地の販売状況を見ながら、分譲可能な土地が出
た際には分譲時期等を検討することが必要である。

〔中項目〕　　③　財産の有効活用・処分

64

番号 細項目 担当課

耐用年数を超えた建物の解
体後における土地利用の検
討

総務課 実施済

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

（推進項目）（36）職員住宅・教員住宅の戸数の見直し

地域事情を考慮した職員住
宅・教員住宅の必要戸数の
検討

総務課

学校教育課
実施済

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

65

予定事業

実施済
　「教職員住宅戸数の適正化方
針」に基づき、２戸リフォームを
実施する予定。

実施済
　分譲地の完売に向け広報紙や
ホームページなどで情報提供して
いく。

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)



 

幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　忠類白銀町分譲地2筆、札内中央町1筆を計4,398千円
で売却した。

【事業内容】
　分譲可能な土地が出た際には、分譲中の土地の販売
状況を見ながら時期等を検討する予定だったが、販売
実績がなかった。

【実績（効果）】
　売却実績なし

【事業内容】
　引き続き広報紙やホームページなどで情報提供を
行った。

【実績（効果）】
　売却実績なし

　売却されていない分譲地があるため、それらの販売
状況を見ながら、分譲可能な土地が発生した場合には
適宜分譲時期等を検討する必要がある。

　分譲地の販売状況を見ながら、分譲可能な土地が出
た際には分譲時期等を検討することが必要である。

　分譲地の販売状況を見ながら、分譲可能な土地が出
た際には分譲時期等を検討することが必要である。

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　建築物保全システムを導入し、毎年、施設所管課職
員が施設の品質評価と利用状況などを調査・入力する
ことで適切な維持管理に努めるとともに職員間におけ
る情報共有を実施。
H29.11.10　建築物保全システム説明会

【実施内容】
○H30年９月に施設所管課に対して「建築物保全システ
ム」へ施設の品質評価と利用状況などを調査・入力を
依頼。

【実績（効果）】
○調査時点での各施設の劣化度や利用状況等について
情報共有を図ることができた。

【実施内容】
○R元年10月に施設所管課に対して「建築物保全システ
ム」へ施設の品質評価と利用状況などを調査・入力を
依頼。

【実績（効果）】
○調査時点での各施設の劣化度や利用状況等について
情報共有を図ることができた。

　複合施設の収支状況は按分方法等入力方法を検討す
る必要がある。
　町民の財産であるため職員だけでなく町民に対して
も周知する必要があり、どのように情報公開を行うか
検討が必要。

　各施設の利用状況等を踏まえ、適切な維持管理計画
を策定する必要がある。

　各施設の利用状況等を踏まえ、適切な維持管理計画
を策定する必要がある。

利用見込みのない土地等の
売却促進
分譲地の売却促進
【目標数値～５年間売却宅
地　22宅地　64,148千円】

総務課 実施済

（推進項目）（37）普通財産の売却

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

〔中項目〕　　③　財産の有効活用・処分

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

66

【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

〔中項目〕　　③　財産の有効活用・処分

（推進項目）（38）公共施設の適正管理

番号 細項目 担当課

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

67 実施済政策推進課
公共施設等総合管理計画の
策定と適正管理

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　引き続き広報紙やホームページ
などで情報提供していく。

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済

　予算要求や維持管理計画の基礎
資料とするよう「建築物保全シス
テム」の取扱いについて検討す
る。
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幕別町行政改革大綱（第４次）推進計画　前期推進項目進捗状況（平成29年度～令和２年度）
資料１－２

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】 事業内容・実績(効果)【上段】

検証【下段】 検証【下段】 検証【下段】

　入札に係る大きな制度改正等もなく、入札対象案件
において、全件指名競争入札の手法により入札を実施
した。

【事業内容】
〇入札対象案件において、全件指名競争入札の手法に
より入札を実施した。

【実績（効果）】
○H30年度は公募型指名競争入札該当工事(予定価1億円
以上)に該当する事業がなかった。

　公募型指名競争入札の対象を工事(予定価1億円以
上。)から業務(予定価5千万円以上。)を追加するよう
要綱を改正した。

　公募型指名競争入札該当工事(予定価1億円以上。)が
あった場合には、公募型指名競争入札を実施するな
ど、引き続き入札の透明性・公平性に努めることが必
要である。

　大きな制度改正等もないことから、現状の見直しは
実施していない。

　公募型指名競争入札の実績は３件であった。
　引き続き入札の透明性・公平性に努める。

　平成29年度は指名願い受付中間年のため、新規指名
願いは非常に少なく、入札事務についても大きな変更
は行っていない。

　参考　H29.2月：H29・H30年度の指名願い
　　　　H31.2月：H31・H32年度の指名願い

【事業内容】
○電子申請システムを活用を促進し、効率的な事務遂
行に努めた。
○H31年度・H32年度の指名願い新規受付け事務を行っ
た結果、前回を上回る実績となった。

【実績（効果）】(H31年２月28日時点）
○指名願い受付数及び電子申請数
　H31年度・H32年度の指名願い　178件/1,027件
（17.3%)
　H29年度・H30年度の指名願い　７件/1,093件（0.6%)

　令和２年度の受付に向け、さらに事務が効率的にな
るよう、周知方法やシステムについて検討する。

　電子申請システムは導入済みであるが、ほとんどの
事業者が紙ベースで申請する現状のため、他市町村の
導入状況も見ながら利用促進について手法を検討する
必要がある。

　他市町村の導入状況も見ながら利用促進について手
法を検討する必要がある。

　電子申請の利活用について、道外申請希望者やイン
ターネット環境がある者は積極的に電子システムを利
用するよう周知徹底した結果、前回から電子申請数が
大幅に増加したため、引き続き周知徹底する。

番号 細項目 担当課

（推進項目）（39）入札・契約制度の見直し

入札・契約の透明性・公平
性の更なる向上

総務課 実施済68
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【大項目】　　４　健全な財政運営の保持

〔中項目〕　　④　入札及び契約の適正化

入札・契約業務の効率化及
び簡素化の促進

総務課 実施済

平成30年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

実施済
　電子申請の利活用について、引
き続き周知徹底を図る。

令和元年度
までの検証結果

（実施済・検討中・
未実施)

予定事業

実施済
　公募型指名競争入札の実施な
ど、引き続き入札の透明性・公平
性に努める。



 

資料２ 

使用料・手数料等の見直しについて 

 

１ 現状と課題 

 ○ 平成 28 年３月に策定した幕別町行政改革大綱（第４次）では、行政改革推進事項の

一つとして、「健全な財政運営の保持」を掲げ、新たな自主財源の検討や受益者負担の

原則に立った使用料等の見直しによる歳入確保を図ることを位置付けている。 

 ○ 同大綱推進計画前期推進項目（平成 29 年度～令和２年度）では、「使用料・負担金等

の積算の見直しと見直しサイクルの検討」を進めることとしており、現在、使用料・手

数料等の見直しに向け、庁内で検討組織を立ち上げ、議論をスタートしたところ。 

 

２ 検討体制 

    

 

３ 今後の主なスケジュール 

 Ｒ 2 . 5 月  基本方針（素案）の決定 

 Ｒ 2 . 6～ 1 2 月  使用料等審議会等の開催 

 Ｒ 3 . 1 月  基本方針・新使用料等の決定 

 Ｒ 2.12 月  新使用料等の決定 

 Ｒ 3 . 3 月  関係条例の改正 

 Ｒ3.4～10 月  町民・関係団体への周知 

 Ｒ 3.1 0 . 1  新使用料等の適用 


